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ガバナンス
ＳＯＭＰＯグループは、さまざまな次元で急速に変化しています。既存事業の変革、新たな事業基盤の
構築、海外における新市場・新事業の拡大。これらの実現のためには、企業グループ全体として、
また、さまざまな市場やコミュニティの一員としても、効果的な経営戦略、リスクテイク、投資などが
必要不可欠です。そのためには、明確な全体ビジョンを持ち、経営陣による適切な意思決定・経営判断に
必要な権限と情報をグループ全体で知識とベストプラクティスとして共有し、将来成長に資する
相乗効果を発揮できる組織が求められます。これを可能にする重要な要素の１つが、優れたガバナンス、
つまり透明性、説明責任、客観性を確保する能力です。ＳＯＭＰＯグループ各社の経営と変革に不可欠な
要素としてのガバナンスは、常に議論され進化し続けています。今回のダイアログは、ステークホルダーの
皆さまに、ＳＯＭＰＯグループが目指すガバナンスとは何か、また、どのようにガバナンスの強化に
努めているかを、経営陣の生の声を通じてお届けするために開催しました。

ダイアログのコーディネーターは、指名委員会委員長、立教大学経営学部教授である
スコット・トレバー・デイヴィス取締役が務めました。

取締役・経営メンバーダイアログ

トランスフォーメーションという
ミッションと戦略をドライブする「WHY」
デイヴィス　現在、多くの企業では、外部環境の変化によっ
て経営課題が浮き彫りになり、結果としてビジネスモデルの
変革を迫られています。一方、ＳＯＭＰＯでは長期のスパン
で「安心・安全・健康のテーマパーク」という明確なパーパス
（存在意義）を定め、この実現に向けて進めている変革＝トラ
ンスフォーメーションを、「質的進化」という概念でとらえてい
ます。また、環境変化に伴って顕在化する新たな課題に対し
ては、常に「WHY」から議論を始め、直近の数年で戦略的か
つ筋の通ったトランスフォーメーションを実践しています。私
の研究では、真の質的進化には、会社全体に共有される使命
感、つまり、「ＷＨＹ」の共通理解が必要不可欠であることがわ
かっていますが、このような質的進化を加速させてきた原動
力は何なのかを、まず櫻田さんにうかがいます。

櫻田　理由は簡単で、サステナビリティです。経営の持続可
能性を高めるには、トランスフォーメーションが不可欠なのだ
という認識と、危機感のようなものが原動力になっていると
思っています。今から100年後にも、ＳＯＭＰＯグループはス
テークホルダーから見て「なくてはならない」存在でありたい
という想いが、その出発点でした。そこで「WHY」を起点に、
私たちの本質的な存在意義について議論を始めたのです。　　
当社グループの祖業である損害保険は、100年後も価値
あるものとして社会に存在しているとは言い切れませんし、
消滅している可能性すらあります。経営のサステナビリティを
担保するためには、事故や災害といった、お客さまにとってネ
ガティブな局面にのみ必要とされる「損害保険の会社」ではな
く、「日々の暮らしに寄り添っていてくれている」「何かあった
ら相談しよう」と頼りにされる会社になる必要があります。議
論を続ける中で、これが経営陣の共通認識になりました。お
客さまの根源的な欲求はハピネス、つまり「安心」「安全」「健
康」な人生を送ることだと思いますので、「今の幸せな状態を
維持する手助けをしてほしい」、あるいは「将来、人生の最期
の時でも、あの会社なら安心だよね」と言われる存在になる
ために、損害保険のケイパビリティだけでなく、事業全般の
質的な進化を加速させることは、いわば必然でした。

デイヴィス　ＳＯＭＰＯのパーパス、ＳＯＭＰＯだから社会に提
供できる価値、そしてトランスフォーメーションの方向性に関
する議論を、緊張感を維持しながら継続できている理由は何
ですか。

櫻田　一つは「安心・安全・健康のテーマパーク」がまだ実現
していないことです。私たちが目指しているテーマパークと
現在のＳＯＭＰＯグループとの間には、まだかなりの乖離が
あります。もし、すでに「なくてはならない」存在になっていた
とすれば、ステークホルダーからの評価はもっと大きなもの
になっているはずです。残念ながら、世の中の99％の人々に
とって、今の当社グループは「損害保険会社」のイメージのま
まです。職員のマインドも、おそらく大半が「保険会社」です。
これまで保険が果たしてきた「マイナスをゼロにする」を進化
させた、「ゼロをプラスに変える」存在にはまだなっていない
のですよ。しかも、大手といってもあくまで国内の損害保険市
場における大手であり、グローバルで見れば小さなマーケッ
トに過ぎません。つまり世界の人々にとっての「なくてはなら
ない」存在にはなっていないのです。
こうした現状を打開する糸口の1つは、介護です。「安心・安
全・健康」という抽象的な概念を、具体性のある介護・シニア
事業として展開し、デジタル技術で差別化する取組みは、成
長とサステナビリティ、そしてパーパスを実現していくために
も極めて重要です。お客さまが介護サービス・施設を選定す
る局面では、保険の契約とは異なり、事業を展開する「会社」
を強く意識されています。お客さまご自身で口コミなどの評
価を調べ、実際に施設へ足を運んでさまざまな質問をされま
す。その結果、「この会社が運営する施設なら、終の棲家とし
てふさわしい」と判断されるわけです。
介護業界における大手にはなったものの、ステークホル
ダーの評価は二分されます。1つは、「黒字は計上しているも
のの、市場としてはレッドオーシャンであり、将来の収益性が
不透明だ」というもの。もう1つは、「国難とも言われる介護市
場によくぞ踏み込んだ」というポジティブな評価です。事業を
通じて社会課題を解決する私たちの企業姿勢がリスペクトさ
れる場面も増えていますが、事業の将来価値や会社への期
待感が株価に反映されているとは言いがたい状況です。これ
らの評価をふまえつつ、当社グループの事業継続性を高めて
いくには、「未実現財務価値」という概念を通じて将来の成長
をConvincible（納得させられる）でlikely（ありえる）なもの
に変えていかねばならない点が課題です。
この課題に向き合う過程で、介護現場から得られる大量の
データを人の幸せにつなげる「リアルデータ・プラットフォー
マー」になるという目標を定めました。そして、目指す姿を早
期に具現化するために、世界最高レベルのビッグデータ解析
能力を誇るパランティアと、ディープラーニングをはじめとす

ＳＯＭＰＯの“生きたガバナンス”

シェイ海外
保険事業オ

ーナー

大場国内生命保険事業オーナー

チュー グループCDO

楢﨑デジタル事業オーナー

デイヴィス取締役

櫻田グループCEO

白川国内損害保険事業オーナー

遠藤介護・シニア事業オーナー
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るAIのソリューションに秀でたABEJAとの業務提携に至っ
たわけです。当社グループが培ってきた施設運営のノウハウ
と、デジタル技術を融合したサービス提供基盤を、介護事業
の新しいリアルデータプラットフォーム（RDP）として、まずは
日本国内の介護事業者へ提供する戦略を実行に移します。
少なくとも10兆円という市場規模があり、他に類を見ない
サービス提供基盤を隣接業界にも広げていくことで、他社と
の競争ではなく、社会の持続可能性向上に貢献できるエコシ
ステムを構築したいと考えています。私が手ごたえを感じて
いるのは、保険事業だけの時代とは全く異なる優れたビジネ
スパートナーとの連携が広がっていることです。彼らと力を
合わせてエコシステムを構築することによって、RDPの開発・
運営は第二ステージに入ったと認識しています。

 
緊張感のあるガバナンス
デイヴィス　当社グループが、ステークホルダーに対してど
のような約束をするのかを決定するプロセスや、約束を果た
すために、個々のステークホルダーと対話を重ねながら、客
観性や透明性が保たれた質の高い経営が実践できている背
景には、ＳＯＭＰＯらしい緊張感のある「生きたガバナンス」が
あると、私は見ています。このようなガバナンス体制が実現
できた要因は何ですか。

櫻田　最大の要因は、2019年に指名委員会等設置会社へ
移行したことです。それ以前にも任意の指名・報酬委員会が
ありましたが、今は指名委員会も報酬委員会も完全に社外
取締役のみで構成され、私はいずれの構成員でもありませ
ん。現在の体制は私にとって厳しくもあり、かつ、良い意味で
の緊張感があるものです。経営についての本質的な質問を
いただく局面では、明確な説明ができない状態にはならない
ように、常に準備をしています。特に「WHY」と「WHAT」につ

いて論理的に説明できるよう、事前に自分を追い込む訓練を
する習慣が定着したのは、社外取締役によって占められた委
員会のおかげです。仲良しクラブでもなければ敵対関係でも
ない、経営課題について一緒に悩んでくれて、知恵を出して
くれる人たちですよ。このような良い緊張関係を築き、維持し
ていくことは、とても大切だと考えています。

 
ガバナンスによって、
「サイロのない組織」を実現する
デイヴィス　当社は、事業オーナー制とグループ・チーフオ
フィサー（CxO）制を採用しているわけですが、このようなマト
リクス組織を「部分最適に陥った末期的な会社に見られる典
型例」と言う経営学的な見方もあります。しかし、ＳＯＭＰＯで
はあくまで全体最適を目指すための経営体制として、敏捷か
つ柔軟な意思決定と業務遂行を実現しています。なぜ、この
ようなグループ経営体制を構築したのでしょうか。

櫻田　かつて、私はホールティングスと損保ジャパンのトッ
プを兼務していました。当初は、損保ジャパンの規模と収益
がグループの中で非常に大きかったので、自分の時間の大
部分を損保ジャパンの経営に投入することに、特に問題はな
いと認識していました。しかし、テーマパーク構想や海外・異
業種企業との連携を推進していく際に、いずれ壁にぶつかる
と思ったのです。そこでまず、自分自身はホールティングスの
CEOに専念することにし、各事業会社にはホールディングス
が無くても経営できるように、事業オーナー制を導入しまし
た。今でいうサイロ型の組織で、事業オーナーに大きな権限
を与え、迅速な意思決定と業務遂行を行う縦のラインを作っ
たのです。そして私は、各事業の戦略と執行状況をモニタリ
ングし、ホールディングスの経営全般を統括してきたわけで
す。ところがしばらくして、私自身の日々のリソース配分が難
しくなるとともに、各事業内での部分最適の兆しが表れるよ
うになり、人事やIT、リスク管理といったグループ共通課題
に対する横串が必要な状況になりました。ホールディングス
という経営形態が活かせていない、当時のこうした問題が、
コングロマリットディスカウントにつながるのだと考えていま
す。そもそも、テーマパーク構想の実現には、縦ラインよりも
横ラインが肝になります。そこで、事業オーナーに横のライン
を意識してもらい、油断していると資本や人材が他事業に
持っていかれるという緊張感のある状態にするために、CxO

制を採用したのです。その結果、グループとして最善の意思
決定と、グループ横断の施策を実行しやすくなりました。グ
ループCEOである私にとっても、事業オーナー制とCxO制

取締役・経営メンバーダイアログ

は、縦と横の両方の視座を確保するための、必然的な仕組み
だと認識しています。

デイヴィス　ガバナンスの役割として、チェック＆バランスの
確保だという言い方が多く見られます。しかしＳＯＭＰＯの場
合は、CEOの諮問機関であるGlobal Executive Committee

（Global ExCo）に、大きな特長があります。事業オーナーと
CxOがグループ内の情報とノウハウを共有し、自身の担当領
域や立場にとらわれない視点から虚心坦懐に意見を交わし、
ハイレベルな決定を下せる場が内在化されていますね。

櫻田　その通りだと思います。事業オーナーが背負っている
各々のミッションは、ボトムラインで競争しています。売上や
利益での貢献だけでなく、社会に提供している価値も含め
て、各オーナーはプライドを持って仕事をしています。そして、
この縦のラインでの競争が、フェアで健全な競争になってい
るかどうかを、横のラインを支えるCxOが、資本効率やリス
ク管理、人材育成などの面からチェックするわけです。彼ら
にも自らのミッションを宣言してもらうために、各CxOのミッ
ションペーパーをメンバー全員に配布し、事業オーナーだけ
が明確なミッションを持つのではなく、CxOも結果責任を問
われるのだという点を明確にしました。メンバー同士はライバ
ルであると同時に、協力関係を築く相手でもあります。例え
ばCFOがより良い成果を上げたければ、事業オーナーと納
得いくまで話し合うことが不可欠です。健全な競争と相互理
解、そして経営層レベルでの共創が全体最適につながってい
ることを、最近感じています。

 
ガバナンスの持つScalability 
Global ExCo
デイヴィス　白川社長は2022年4月、ＳＯＭＰＯグループの
中核企業である損保ジャパンの社長、そして事業オーナーに
就任され、Global ExCoにも出席されています。あのような
会議体の場で、どのような気づきがありましたか。

白川　国内メンバーだけではなく海外のメンバーも一同に会
して事業やシナジーを議論することは、非常に有益だと考え
ています。実は社長に就任した当時、私の頭の中は国内損害
保険事業が大部分を占めていました。ところがGlobal ExCo

に参加して皆さんと交流するうちに、海外保険事業を含むグ
ループシナジーを意識するようになりました。Global ExCo 

が終了して自分の席に戻ってからも、私は損保ジャパンのトッ
プとしてどういう指示を出すべきなのか、グループとしての最

適解という観点で考え、判断するように心掛けています。 
最近のGlobal ExCoで多く取り上げられるテーマが、介護

RDPです。まずは日本の介護業界へRDPを展開していくこ
とで、世の中をどう変えていきたいのかという経営トップ層
の熱い想いと、それを支えるテクノロジーに関するディスカッ
ションは、保険事業を預かっている私にとって、もう一段も二
段も志を高くしていかなければという刺激になっています。

CxO制度
デイヴィス　このたび損保ジャパンにおいてもCxO制度が
導入されましたが、この制度を今後、どのように活用していき
ますか。 

白川　先般、国内損害保険事業のビジネスモデル自体をトラ
ンスフォーメーションするという指針を出しました。人事部門
と人材育成部門、代理店指導、営業、保険金支払部門など、
すべての部署を連動させて変革を推進するとても大規模な
施策です。当然ながら各ラインの取締役や部署がそれぞれ
ベストを尽くすだけで対応できるものではありませんので、新
たに採用したCxO制もうまく活用して、効率よく最大・最適の
効果を上げていきたいと思っています。また、この変革によっ
て損保ジャパンだけでなくグループとしてもシナジーを創出
していけると思っていますから、グループCxOとも連携して
有効化・活性化を図っていきます。今後1年程度でこの変革を
加速していきたいと考えています。 

 

取締役とのコミュニケーション
デイヴィス　ＳＯＭＰＯホールディングスは指名委員会等設
置会社であり、日本の企業の中では、ガバナンスのもっとも
厳格な機関設計をとっている会社の1つです。ホールディン
グスの取締役はかなり大きな権限を持つ一方で、各事業会

社外取締役
スコット・トレバー・デイヴィス

グループCEO 代表執行役会長
櫻田 謙悟
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社の主要メンバーと頻繁に意見を交換しています。私は、経
営レベルでのフランクな意見交換の場が多く設けられている
点が、当社グループの特長の一つだと思っていますが、白川
社長にはどのように映っていますか。

白川 取締役の皆さんは事業会社を率いる私たちととてもフ
ランクに接してくださいますし、また私自身もフランクに話せ
る性格ですので、良い関係を築きやすいと実感しています。
今後はグループ戦略や業務執行方針について、より深い意
見交換が必要な時期となりますので、担当領域や立場にとら
われない視点から自由に意見を交わせるコミュニケーション
環境が、より活きてくると見ています。

デイヴィス　ホールディングスの取締役には、随時留意すべ
き点もあります。「我々が考えていることなら言わなくても分
かるだろう」といった思い込みを排除し、事業オーナーの皆
さんと、丁寧なディスカッションを図るべき。そして事業オー
ナーの皆さんは、各々のビジネスについて大きな権限を与え
られているからこそ、顧客接点や現場から上がってくる大切
な声を、グループ経営を議論する場にも届けてほしい。その
ような機会を設けることが、とても重要だと考えています。 

白川　仰る通り、国内の損害保険市場で今どんな変化が起
こっているのかを、もっとも把握しているのは損保ジャパンで
ありますし、それをホールディングスが手触り感を持って把握
するのは難しいと思います。業界で起きている新たなトレンド
をふまえた、グループ全体での成果の最大化につながる施策
などについて、事業オーナーの立場からしっかり説明するこ
とも、私のミッションだととらえています。 

 

ＳＯＭＰＯのマトリクス型ガバナンスにおいては、
「投資＝ただの資源配分」ではなく、
資源の活性化である
事業オーナー制とGlobal ExCo
デイヴィス　国内生命保険事業のオーナーである大場社長
は、ＳＯＭＰＯグループの経営形態やガバナンスのあり方につ
いて、他の生命保険会社にない特長は何だと考えていますか。

大場　一番の特長は、事業オーナー制でしょうね。私たち事
業オーナーには、非常に大きな権限が与えられています。か
といって、フリーハンドで好きにやっているわけでもありませ
ん。まずホールディングス全体の方向性があって、そのなか
で生命保険事業として、戦略立案や投資配分などの判断が
問われています。この制度を基盤にして、権限の分散と集中
が絶妙なバランスの上に成り立っており、制度自体も独自の
進化を遂げています。

デイヴィス　では、Global ExCoとの向き合い方については
どうでしょうか。

大場　権限の分散と集中が絶妙なバランスで成り立ってい
るからこそ、Global ExCoはとても貴重な場だととらえていま
す。私にとっては、意思決定と業務執行を行う際の座標軸に
なっています。座標軸のうち、縦軸は「現在から未来への時間
軸」であり、例えばデジタル事業オーナーの楢﨑さんやグルー
プCDOのアルバートさんからの未来からバックキャストした
多様な情報が、Global ExCoの議論に活用されています。私
はおおむね現実・現場寄りにいますから、Global ExCoは未来
の姿をいかに自らがキャッチアップできているかを確認する
場なのです。一方、横軸は「事業の幅」です。国内外の生命保
険マーケットを俯瞰しつつ、生命保険事業の戦略をＳＯＭＰＯ
グループの目指す姿と照らし合わせて、自らが進んでいるの
か遅れているのかを確認する場としても、Global ExCoは有
効です。つまり、Global ExCoと事業オーナー制はセットであ
り、どちらも欠けてはいけないものでしょう。また、最近ではグ
ループCOOに奥村さんが就任され、さらに新しいメンバーも
加わったことで、議論にユニークな化学反応が起きています。

デイヴィス　もしGlobal ExCoのような会議体がなかった
ら、ホールディングスの経営とガバナンスはどうなっていただ
ろうかと、想像する時があります。おそらく、「ホールディング
ス投資委員会×事業オーナー」や「グループCEO×事業オー
ナーとの個別レポート会議」など、各事業がサイロ化しやすい
1対1の会議に多くの時間を割いていたことでしょう。

大場　投資戦略に関しては、もしGlobal ExCoがなければ、
未来志向の投資は抑えられ、もう少し現実的な投資に偏って
いたでしょうね。言い換えれば、未来志向の投資の議論が、
Global ExCoの中でしっかりできているのです。私自身も、
議論のテーマが投資戦略になった際には、頭の中のスイッチ
を未来志向に切り替えています。現在の事業戦略と未来のシ
ナリオを結び付けた議論ができているのは、Global ExCoと
いう場があるからこそでしょう。

デイヴィス　より長期的な時間軸で、ＳＯＭＰＯグループにとって
不可欠な投資を果敢に実行することで、生命保険事業において
も将来戦略の選択肢が増え、可能性が広がっていきますね。

大場　仰る通りです。ビジネスの可能性が広がる、ワクワク
するような投資案件をGlobal ExCoの場で発信していきた
いです。特にデジタル改革を進展させるための投資は重要で
す。生命保険事業でも引き続きDXを推進し、RDPのグルー
プ各社への展開にしっかりつなげたいですね。

 
Big PictureによるGroup Advantage
デイヴィス　介護・シニア事業は、ＳＯＭＰＯグループの中で
もっとも歴史が浅いですが、その分、発展のスピードがもっと
も速いと感じています。社会の高齢化に伴う課題解決に向け
て、介護事業の役割はますます大きくなっていますが、ここ数
年で起きている現場の変化について聞かせてください。

遠藤　かつて私も保険事業をやっていましたが、その経験と
比較しても介護事業は明らかに社会から注目されています
し、日本が抱える社会課題にダイレクトに貢献できる仕事だ
と社員も実感していると思います。2022年度は、440人の新
卒者が入社しています。そのおよそ7割が「小さい頃におじい
ちゃんやおばあちゃんに可愛がってもらったから、社会に恩返
ししたい」といった理由で入社を決めています。現在の社員
数は約25,000人ですが、その多くは高齢者からいただく笑
顔に、やりがいを感じています。ＳＯＭＰＯグループとして良い
ビジネスに参入したと、あらためて思います。
参入当時に櫻田さんから言われた「損害保険とのシナジー
は考えなくていい、まずは介護事業者として一流プレーヤー
になることだけを考えてほしい」という言葉が今も忘れられま
せん。なぜなら、いろいろな協力業者・取引先の中で、「この会
社は損保ジャパンの取引先だ」と意識した瞬間に、ベストな判
断ができなくなる可能性があるからです。だからこそあの言
葉を常に肝に銘じています。

デイヴィス　櫻田さんは、ＳＯＭＰＯグループの業績を底上げ
するために介護事業に参入したのではなく、介護業界には質
的な変革が求められていて、そのためにベストを尽くす事業
者が必要だという課題意識があったのですね。

遠藤　櫻田さんから言われたとおり、一流になるには、社員
の育成が鍵になります。当時の業務環境は良いものではな
かったですし、教育も不十分でした。そこで、まずは社内の人
材を徹底的に教育していこうと決意しました。
現在では、企業規模も業務の質も、業界トップになっている

と感じています。また、かつては25%ほどだった離職率が、今
は約11%にまで低下しました。処遇の改善にも努め、今の当
社の介護職（リーダークラス）は、平均的な看護職と同程度の
給与水準になっています。これが業界全体の刺激にもなって
います。日本政府もＳＯＭＰＯホールディングスとＳＯＭＰＯケ
アの取組みに注目してくださり、いろいろな委員会に呼ばれ
るようになりました。今のＳＯＭＰＯグループは、保険事業を
通じてリスクから人々を守りながら、介護事業の質的向上に
よって高齢化問題の解決にも寄与できていると、私は実感し
ています。

Global ExCo
デイヴィス　事業オーナーとして、Global ExCoのメンバー
に加わられていますが、この会議体のメリットや、これまでの
議論の経験について教えてください。

遠藤　グローバル、つまりダイバーシファイされたメンバーが、
損害保険、生命保険、介護について、みんなで縦糸・横糸含めて
同じテーマで議論をするというのは、他に類を見ない、ＳＯＭＰＯ
特有の仕組みだと思います。介護を例に挙げると、5～6年前な
ら「危ない事業に参入する」という見方をする人もいたと思いま
す。しかし今は「もっと知りたい」という関心を持つ人が大多数で

取締役・経営メンバーダイアログ

国内損害保険事業オーナー
白川 儀一

国内生命保険事業オーナー
大場 康弘
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す。事業のあり方やグループ戦略とリンクさせた価値創造の手
法を、Global ExCoの場でしっかり議論できるのは最大のメリッ
トです。例えば、ＳＯＭＰＯインターナショナルが推進する事業や
投資計画などの話を頭に入れて、自分のフィールドに置き換え
て考えることが非常に重要なのです。働き方改革やMYパーパ
スといったテーマについて、保険と介護は異なるかもしれません
が、話し合えることも大きなメリットです。
ＳＯＭＰＯホールディングスのガバナンスという面では、グ
ローバルの観点からメンバーを集め構成されており、役員の
顔ぶれは多種多様です。彼らがリーダーシップを発揮して投
資計画を立案し、介護をはじめとする保険以外の事業にも投
資をしていますが、これはまさに、ＳＯＭＰＯのガバナンスを象
徴していると思いますね。

 

CxO
デイヴィス　介護RDPの進捗状況についても教えてください。

遠藤　2022年11月のIRで、販売計画と商品ラインを発表す
る予定です。まずは介護事業者での活用から始めて、次のス
テップとしては地方自治体の推進するデジタル田園都市構想
（スマートシティ）において、介護RDPを活用できないかを考
えています。この展開にあたっては、パランティアの技術を活
用したビックデータの解析が、目玉の一つになります。入居
者の食事状況など、介護の記録を蓄積して解析し、3か月後
にどのような体調変化が起きるのかを予測したうえで、適切
な手を打てるソリューションとして構築します。パランティア
の技術は業界の中で大きな差別化ポイントになっています。

デイヴィス　介護業界の中で、ＳＯＭＰＯケアだけがパラン
ティアと提携できたのは、遠藤さんが普段から発言されてい
る介護ビジネスの重要性・可能性を、当時グループCDOで
あった楢﨑さんが深く理解し、パランティアのテクノロジーと

の親和性に気づいたからでしょう。CxOが事業オーナーのマ
インドを理解し、相性の良い案件を次々に引っ張ってくるとい
う好ましい流れは、これからも続くと思います。

遠藤　これから私たちが展開する介護RDPは、世の中を変
えられるインパクトを秘めています。介護RDPが提供する価
値は、日本にとって優先順位の高い社会課題の解決に直結
しており、国の政策にも好ましい影響を与える可能性がある
はずです。

デイヴィス　もし介護業界に参入していなければ、現在の
ＳＯＭＰＯグループは、かなり違った姿になっていたでしょう。
おそらくCDOの機能も、今のようなパワフルなものにはなっ
ていなかったはずです。

 
地域によらないガバナンス
ＳＯＭＰＯの違い、それは日本だけでない
海外も含めたBig Pictureの共有
デイヴィス　日本では何年も前からグローバル化の重要性
が叫ばれています。ＳＯＭＰＯインターナショナルのトップとし
て、グローバルな保険事業へのニーズとこれまでの実績を、
どのようにとらえていますか？

シェイ　私たちはすでにグローバルな存在であり、スケール
の大きな損害保険会社です。他社との違いは日本のマーケッ
トへの依存度です。2021年度は欧米の多くのグローバル企
業よりも大きな保険料の実績を残しましたが、ほとんどの人
がこの事実に気づいていないのです。しかし私たちは現状に
満足することなく、ポートフォリオの地理的なバランスをとり、
日本以外からより多くの収入を得る必要があります。そのた
めには、常にボトムラインを意識しながら国際的にお客さまを
増やしていくことが必要です。私たちの戦略は既存・新規の
地域で顧客基盤を拡大し、海外保険事業からより多くの営業
利益を得ることと、ＳＯＭＰＯブランドを世界市場で確立する
ことです。このような目的と成長のための戦略は、社員にとっ
てもエキサイティングな提案になります。

 

Global ExCo = コーポレートカルチャー
トランスフォーメーション
デイヴィス　シェイさんはすでに、Global ExCoに何度も参
加されています。私もオブザーバーとして参加していますが、
回を重ねるごとにレベルが上がっていることを実感します。
シェイさんがGlobal ExCoで得た成果やＳＯＭＰＯインター

ナショナルの事業と組織に活かすために心掛けていることを
教えてください。

シェイ　Global ExCoは素晴らしい会議体です。加えて、
会議への参加を目的に東京を訪ねることで、会議の前後に
Global ExCoのメンバーやシニアリーダーたちと会い、関係
を深める機会が得られます。櫻田さんは私たちに対して、もっ
と意見を交わし、議論を深めてほしいと願っているはずです。
そしてそれは、すでに行われています。シニアリーダーたち
は、時にはチャレジングな質問をしますが、とても良いことだ
と思います。単に情報を発信するのではなく、グループの重
要課題に沿った戦略を確実なものにすることができます。
私にとって本当に必要なことは、帰国した後にGlobal 

ExCoに参加していないメンバーに、会議で得た情報や私が
話したことを伝え、彼らからも自分のチームに伝えてもらうこ
とです。もしそうでなければ、一貫性と焦点が欠落してしまい
ます。私はＳＯＭＰＯインターナショナルのリーダーに対しても
日本に行ってもらい、日本のメンバーに会うように促していま
す。東京以外の都市でもGlobal ExCoを開催する機会があ
れば、現地のマーケットにおいて我々のビジネスを示すこと
ができ、強いメッセージになります。

デイヴィス　これまでの多くの日本企業では、意思決定は事
前に行われており、肝心の会議では決定済みのリストを見な
がら確認する、一種の儀式のようなものでした。しかしＳＯＭ
ＰＯでは、グループ全体の戦略に関する重要な課題につい
て、顔を合わせて真剣に議論しています。

シェイ　私はこのようなプロセスを知っていますし、ＳＯＭＰＯ
ではまだ十分ではありませんがそれが起きており、正しい方
向に進んでいると思います。良い決断を下すためには議論や
話し合いが欠かせません。シニアリーダーは、組織の中に入っ
てより多くの、さまざまな従業員と話し、ビジネスが行われて
いる場所で何が起こっているかを理解する必要があります。
私にとってもっとも刺激があり、示唆に富んだ会議が実現する
のは、自社のオフィスで「入社1年未満の全社員と話したい」と
リクエストしたときです。彼らはフィルターもかけず、忖度もせ
ず、自らの考えを話してくれます。日本のさまざまなレベルの社
員と話をしても、同じような率直さがあると思います。いくつか
の話を聞いてみると、彼らはもっと変わってほしいと思ってい
るし、海外で何が起こっているのかに関心を持っているようで
す。そして、自身の業績や生み出した価値に見合う、正当な対
価を得たいとも考えていました。既存の制度や慣習を乗り越え

て活躍するためにも、より大きなリスクを取ることを望んでい
るのだと思います。事業オーナーとしてGlobal ExCoに参加し
ている私たちの任務は、櫻田さんが「聞きたい」と思う内容を伝
えることではありません。私たちは自らの考えを、率直に披露
すべきなのです。

 

ＳＯＭＰＯのトランスフォーメーションによって
グローバル事業も進化する
デイヴィス　Global ExCoをより効果的に運営するために、
海外保険事業オーナーとして貢献できることは何ですか。

シェイ　まず申し上げたいのは、ＳＯＭＰＯインターナショナル
のビジネスが海外でどのように展開されているのか、日本に
おける競争と異なることが、まだ十分に理解されていないこ
とです。私たちのビジネスの多くは保険ブローカー、あるいは
「お客さまのお客さま」を通じて行われます。そのため、海外
市場で商品・サービスを差別化するための手法は、日本とは
異なります。目的は同じであってもそれを達成するための方
法は、優先順位（目的、顧客、利益）は一貫していたとしても、
「どのように」達成するかという点では異なってきます。
また、ＳＯＭＰＯグループがグローバルな企業集団として成
功するためには、グローバルなマインドを持ったリーダーシッ
プを発揮するチームが必要です。特定のビジネスの専門家で
ある必要はありませんが、好奇心旺盛でオープンなマインド
を持つ必要があります。ＳＯＭＰＯグループにお客さまを呼び
込むためにも、市場で何が有効なのか、戦略を成功させるた
めにどこにリソースを集中させるべきかを、今後も発信し続
けます。

デイヴィス　近年、ＳＯＭＰＯインターナショナルの経営と
ガバナンスは、急速な進化を遂げています。2017年にエン
デュランスがＳＯＭＰＯグループに加わり、その創業者ジョン・

取締役・経営メンバーダイアログ

介護・シニア事業オーナー
遠藤 健

海外保険事業オーナー
ジェイムス・シェイ



ＳＯＭＰＯホールディングス 統合レポート2022 ＳＯＭＰＯホールディングス 統合レポート202276 77

G
O

V
ER

N
A

N
C

E

チャーマン氏が現在のＳＯＭＰＯインターナショナルのトップと
なりました。この非常に大きな変化のインパクトと、ＳＯＭＰＯ
グループ全体にとってのジョン・チャーマン氏のレガシーにつ
いて教えてください。

シェイ　私は、２５年以上のキャリアにおいて、3つの会社でさ
まざまな役割を担ってきましたが、そのたびに実感することが
あります。それは、「仕事に終わりはない」ことです。誰かがAか
らBまでを担った後に、他の人がBからCまで、さらに他の人
がCからDまで、といった具合です。組織としての仕事は決し
て終わらないし、常に進化しているのです。ジョン・チャーマン
氏のレガシーは「AからB」の段階であり、極めて重要なプロセ
スだったと思います。彼はＳＯＭＰＯインターナショナルにおい
て、アンダーライティングの文化に焦点を当て、技術的な専門
知識を駆使して、伝統的なロイズ市場などに対抗できるビジ
ネスを作り上げました。これを意図的に、かつひっそりと行った
のです。私はＳＯＭＰＯインターナショナルの事業規模が短期
間で130億～140億ドルにまで拡大したことに驚いています。
そしてジョンは、次のステージはもう少し表に出ることだとわ
かっていたのだと思います。彼はすべてを取りまとめてM＆A

を成功させ、事業を正しい方向に導き、困難な局面を切り抜け
ました。そして私たちは今、これをベースにして顧客基盤をさ
らに拡大し、よりグループに貢献していく必要があります。
今の私の役割は、ＳＯＭＰＯインターナショナルを「次のレベ
ル」へ引き上げることです。私にとって「次のレベル」とは、大
企業のプラス面と、私たちがすでに持っている長所を巧みに
組み合わせていくことです。

デイヴィス   ジョン・チャーマン氏がＳＯＭＰＯに残したレガ
シーの一つは、さまざまなビジネスにおいて、効果的なガバナ
ンスの形態があると示したことです。ＳＯＭＰＯはそこから学

び、大きな恩恵を受けました。しかし物事は常に変化し、私た
ちも変わらなければなりません。仰るとおり、仕事に終わりは
ありませんね。

 
正しい未来を作るためのガバナンス
デイヴィス　ＳＯＭＰＯグループにおける「トランスフォーメー
ション」の概念について、話していただけますか。

楢﨑　ＳＯＭＰＯは、今のポジションを守るためではなく、未
来の競争を勝ち抜き、より良いポジションを獲得するために
変化しようとしています。これが、ＳＯＭＰＯにとってのトラン
スフォーメーションです。私たちがやろうとしていることは、私
たち自身を変革することです。変化を恐れ、失敗を避けようと
する多くの企業とは異なり、私たちはゲームそのものを変え
ようとしているのです。
もともとＳＯＭＰＯには、社会や時代の変化をとらえ、それを
チャンスに変えるリーダーシップが備わっていたのだと思い
ます。もし、私たちが別の会社にいたら、このような変革は起
きなかったでしょうし、パランティアに巨額の出資をすること
もなかったでしょう。

デイヴィス   なるほど、デジタル技術の分野で深い経験を持
つ人は、社会や業界の全体像を見て先を読み、パラダイムの
観点から思考することを習慣化しているのですね。では、トラ
ンスフォーメーションを推進するためのデジタル戦略の中身
について教えてください。

チュー　ＳＯＭＰＯは、保険や介護の業界にパラダイムシフト
を起こす存在だと思います。ピーター・ドラッカーは「未来を予
測する最良の方法は、未来を創造することだ」という言葉を残
しています。まさに今、ＳＯＭＰＯが実践していることです。
私たちが推進するデジタル戦略は、三つのホライゾンで構
成されています。一つはDXです。これは戦略の核となるもの
です。今、私の仕事の80％は、X（＝トランスフォーメーション）
を設計・測定し、DXが全事業に与える影響を確認しながら、
水平的なアプローチで評価することです。
二つ目はリアルデータプラットフォーム（RDP）です。例えば
介護のようなコアビジネスにおいて、事業を通じて収集・蓄積
したリアルデータから得られた知見と新しいサービスモデル
を、介護・他の近接業界にも展開するものです。ＳＯＭＰＯケア
が展開する約400の介護施設だけでなく、日本の介護業界を
構成する6万とも言われる介護事業者を活性化させ、さらに

は社会・経済の生産性と効率性を引き上げることに寄与でき
るのです。
そして三つ目は、5年後、10年後を見据えた「ホライズン3」
です。先日、楢﨑さんと私は、あるセミナーでWEB3について
話してきました。WEB3を象徴するブロックチェーンやスマー
トコントラクト、トークンなどのコアテクノロジーは、金融や保
険業界の事業モデルを完全に変えてしまう可能性があると
感じています。私たちは今、この変化を予測し、未来に成り立
つビジネスの創造につながる実験を重ねています。WEB3な
どがもたらす社会変化が大規模かつ主流になった時に、私た
ちはすでに準備ができていて、次の時代に必要とされる保険
商品・サービスを速やかに提供できるリーダーになることを、
目標に定めています。
このようなデジタル戦略を着実に前へ進めながら、これほど
包括的な未来への展望を持つ保険グループは、世界のどこに
も存在しないと私は確信しています。私や楢﨑さんは、この三
つのホライズン戦略によって未来を創造するために、ＳＯＭＰＯ
の執行役・執行役員に名を連ねているのです。

楢﨑　このような戦略を実行に移せるのは、経営トップ層の密
なコミュニケーションと相互理解のバランスにもとづいた、優
れたガバナンスがあるからでしょう。具体的には三つあると思
います。まず、櫻田さんというビジョナリーリーダーがいます。
彼は、私たちが何をしているのか、細部に至るまで常に問いか
けてきます。また、とても親しみやすい方です。他の会社では
ありえないほどです。二つ目は、取締役会です。私たちが何を
しようとしているのか、取締役会と密にコミュニケーションをと
り、取締役会が何を考えているのか、私たちにどのようなこと
を期待しているのかを知るために、議論する機会が多く設けら
れています。そして三つ目は、Global ExCoです。ＳＯＭＰＯの
Global ExCoの特長は、政治的な駆け引きがないことです。
すべての主要な指標と重要な課題について率直に話し合い、
同意するかしないかを決定します。この会議は、すべての事業
オーナーとCxO、そして取締役に対して開かれています。その
ため、グループ経営の重要なテーマごとに、何が起きているの
かを、全員が深く理解できます。このような透明性とバランス
の取れた視点は、私たちにとって非常に重要なものです。
ＳＯＭＰＯのガバナンスを象徴するこの三つのうち、もし一
つでも欠けていれば、これまでのトランスフォーメーションの
成果は、何も達成できていなかったでしょう。将来を見通して
戦略を立て、行動することもなかったはずです。

 

取締役・経営メンバーダイアログ

ガバナンスは人
だからこそ、“I（インクルージョン）”が
“D（ダイバーシティ）”の前にある 
デイヴィス　今日、多岐にわたる話を聞きながら強く感じま
したが、なんと言ってもガバナンスの要はやはり人材です
ね。グループCEOとしては、サクセッション・プランニングだ
と思います。当社ではサクセッション・プランニングにあたっ
て、多様性と公平性、帰属意識の概念を採り入れています。
また、ＳＯＭＰＯグループとして、目指すものやパーパスは共
通していますが、各事業会社では多様な国籍・多様な価値観
の人が、トランスフォーメーションの文化の中で活躍していま
す。人材にこれだけ力を入れている理由は何でしょうか。

櫻田　もし、人材マネジメントのアプローチがダイバーシティ
だけなら、「違っていることが良い」となりますね。極論すれば、
「放し飼い、野放図でも良い」となってしまいます。だからま
ず、違いを受容できる「インクルージョン」がないと、組織とし
てのミッションを与えられないわけです。さらに、普段は「僕は
僕、私は私」だけれども、ＳＯＭＰＯグループの中では、共通の
目標やミッションに向かっていこうと一致させるものが必要
であり、それがパーパスだと思っています。パーパスを具体的
に定義して、パーパスの実現に向けて自分自身は何をしたら
よいのかということを、自分事として考えてくれる人たちの集
団にしていきたいのです。だから人材にはこだわらなければ
ならないと考えています。
そして、その人は、インクルージョンが前提でありますが、
ダイバーシファイされていればされているほど、面白い会社
になる。最後は人なのです。
人も企業も常に進化しています。生き物である経営という
ものをミッション・ドリブンで、しかもパーパスあるダイバーシ
ティで作っていく。そのフレームワークがＳＯＭＰＯグループに
とってのガバナンスなのです。

グループCDO

アルバート・チュー
デジタル事業オーナー
楢﨑 浩一
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コーポレート・ガバナンス体制の全体像
当社グループが100年後にも「なくてはならない」存在であるために、「安心・安全・健康のテーマパーク」に向けたトランス

フォーメーション（質的進化）を続けてきました。そして、このトランスフォーメーションを支えるのが当社のガバナンスです。
当社は、指名委員会等設置会社として、株主の付託を受けた社外取締役中心の取締役による監督のもと、執行部門が大胆な
権限移譲を受ける体制を構築しています。そして、取締役会が監督機能を果たすうえで重要な法定委員会のうち、特に、指名委
員会、報酬委員会を社外メンバーのみで構成することで、執行部門との間に適切な緊張感が生み出され、高い透明性と公平性
が保たれる仕組みになっています。

取締役会

グループ執行状況の監督
重要決定事項の承認
専門的知見からの助言

グループの成長を支える
最適なガバナンス体制の構築

高い透明性・公正性
意思決定の迅速化

指名委員会

選任

報酬委員会

評価

監査委員会

監査

法定委員会

ＳＯＭＰＯの監督体制
•  社外取締役中心の取締役会が執行状況を
把握・監督

•  指名委員会が役員選任を決定
•  監査委員会が執行の適法性・妥当性を監査
•  報酬委員会が役員報酬を決定
　（各委員会の議長は社外取締役）

監督

ＳＯＭＰＯの執行体制
•  グループCEO、グループCOOが全体統括
•  取締役会の委任を受けた執行役が業務
執行

•  ミッションを明確化して責任・権限を付与

安心・安全・健康の
テーマパークを具現化

パーパスの実現
事業計画の完遂
企業価値向上

Global ExCo
（グループCEOの諮問機関）

重要な経営戦略を集中議論する
グループ最上位の執行会議体

経営執行協議会
（MAC）

グループCOOの諮問機関として
柔軟かつ機動的に運営して

Global ExCoを補完

事業オーナー
（5事業）

グループCxO
（10領域）

執行

戦略実行を担保

▶P.82

▶P.84 ▶P.86

▶P.85
▶P.80

▶P.89

ERM
▶P.96

内部統制
▶P.98

ITガバナンス
▶P.99

サイバーセキュリティ
▶P.99

執行部門では、事業オーナー制×グループCxO制により、取締役会で選定された執行役・執行役員が、それぞれの専門性を高
めながら連動することで迅速に意思決定を行い、一体感を持って機動的にグループ戦略を実現しています。
そして、グループ最上位の執行会議体であるGlobal ExCoでは、グループの持続的な成長という共通のミッションのもと、各
事業の経営を担う事業オーナーや、それぞれの領域における高い専門性を持つグループCxOなど、多様なバックグラウンドを持
つ経営メンバーたちにより、地域や時間軸を超えた議論が繰り広げられ、安心・安全・健康のテーマパークの具現化に向けたグ
ループベストの意思決定がなされています。

ＳＯＭ
ＰＯの

成長
戦略
・トラ
ンス
フォ
ーメ
ーシ
ョン
を加

速

▶P.88

サクセッション・プラン（指名委員会）▶P.90 役員報酬制度（報酬委員会）▶P.92
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Global Executive Committee（Global ExCo）の特長
－ＳＯＭＰＯグループ最上位の執行会議体－

Global ExCoは、当社グループを率いるグローバルトップ
が一堂に会して開催されます。
事業計画の進捗や経営課題への取組状況の把握だけでな

く、将来予測や社会環境などをふまえたグループ成長戦略な
ど、グループCEOの諮問機関として、重要なテーマを集中議
論する会議体です。
最大の特長は、本会の設置時から掲げる「虚心坦懐」「グ
ループベスト」「事実に基づく」という3つの心構えに支えられ
た一体感とスピード感です。会議では、事業オーナー、グルー

プCxOという、異なるミッションを持ち、国籍も異なる多様性
に富んだメンバーが忌憚なく意見を述べ合い、ときに新たな
気付きやグッドクラッシュの効果を生みながら、未来志向で
議論を展開します。そして、合意した事項や認識された課題
などは閉会前に再度全員で確認を行い、メンバーそれぞれ
が、自身のフィールドに持ち帰り速やかに着実に次のアクショ
ンにつなげていきます。こうした意思決定のあり方や能動的
なトップダウンの仕掛けなどの仕組みは、現在の「ＳＯＭＰＯら
しさ」を体現するものの1つと言えます。

Global ExCoの構成

Global ExCoで議論された主要テーマ 

議長 グループCEO

メンバー

グループCEO、グループCOO（進行役）、
国内損害保険事業オーナー、
海外保険事業オーナー、
国内生命保険事業オーナー、
介護・シニア事業オーナー、
デジタル事業オーナー、海外M&A統括、
グループCxO（チーフオフィサー）

2021年度 2022年度

• 中期経営計画 
• ＳＯＭＰＯの企業価値向上 
• 国内・海外投資案件 
• 戦略的リスク経営（ERM） 
• RDP・デジタル戦略
• 気候変動への対応方針
• 働き方改革

• 中期経営計画 
• ＳＯＭＰＯの企業価値向上 
• 国内・海外投資案件
• 成長戦略 
• 資本配賦 
• RDP・デジタル戦略
• ステークホルダーとのコミュニケーション強化

※  Global ExCoでの議論の内容は取締役会に毎回報告するとともに、会議当日
は取締役のオブザーブ参加も可能とするなど、執行側からの積極的な情報共
有によるガバナンスの透明性向上を企図した運営を行っています。

Global ExCoは、年間5～6回のペースで開催しています。
限られた時間内に必要な議論が行えるよう、アジェンダは事
前に吟味して、論点を明確にし、議論には全員参加の姿勢で
臨むことが求められます。2021年度は、新たにスタートした
中期経営計画を中心に、資本政策や株主還元、企業価値向
上への取組方針やRDP（リアルデータプラットフォーム）戦
略、働き方改革などについて議論を行いました。

2022年度のGlobal ExCoでは、中期経営計画の達成に向

けた既存事業の取組状況や、収益を底上げするための新規
投資の検討状況、RDP戦略などを議論していく予定です。ま
た、経営環境の急激な変化への対応や人口動態の変化など
の将来予測もふまえ、最適な経営戦略の選択と実現に資す
るグループの資源配賦のあり方、企業価値向上につながる
ディスクロージャーやステークホルダーとのコミュニケーショ
ン強化などについても、検討を深めていく方針です。

Global ExCoを中心とした会議体運営

3つの心構え

1. テーマ選定 2. 事前準備

3. 会議当日

Global ExCo

4. 会議後

MAC

取締役会

案件に応じて
経営執行協議会
（MAC）で事前協議

協議内容を報告

オブザーブ

国
内
損
害
保
険
事
業

海
外
保
険
事
業

国
内
生
命
保
険
事
業

介
護・シ
ニ
ア
事
業

デ
ジ
タ
ル
事
業

虚心坦懐
事業や各領域の課題を率直に披露し、課題解決に向
けて議論する。予定調和は避け、時には悪魔の代弁者
（Devil’s Advocate）となり、グッドクラッシュによる深
い議論を行う。

グループ
ベスト

グループの執行の最高位の会議体として、グルー
プ全体を俯瞰した観点で議論する。自身の事業・領
域だけを考えた議論を控え、グループ全体の成果
の最大化を目指す。

事実に
基づく

定量的な情報、客観的な事実（投資家など第三者
の定性情報も含む）にこだわって議論する。



取締役会

監
督
機
能
の
発
揮

検
討・実
行
結
果
報
告
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取締役会の特長
取締役会の機能・役割について
取締役会は、法令または定款で定められた責務を履行する
ほか、取締役会規則に定める経営に関する重要項目を決定
するとともに、業務執行の状況に対して、監督機能を発揮し
ています。取締役会の議長は、定款の定めに従い取締役会で
選定することとしており、グループＣＥＯを兼務する取締役が
これを務めています。

また、当社の取締役会は、監督の実効性が確保されるよう
社外取締役が多数を占める構成とし、かつ十分な多様性が発
揮されるようジェンダーや国際性などを考慮するとともに、会
社経営者、学識者および法曹・財務・会計に関する専門的知見
を有するメンバーを選任することで、高い透明性と公正性の
向上を実現していくガバナンス体制を構築しています。

取締役会の実効性を確保・向上するための取組み
取締役会の実効性確保・向上について、取締役会議長をは

じめ全取締役がその必要性を強く認識しており、以下の具体
的取組みによって、一年を通じて絶えず議論が行われ、実行
に移されるサイクルを確立しています。

① 取締役会の事前説明会の実施・活用
取締役会において建設的で充実した議論が行われるよう、
開催の都度、社外取締役全員を対象に事前説明会を開催し、
取締役会ではそこでの意見や質疑もふまえて議論を行うこと
としています。このように事前説明会と取締役会を一体的に
運営することで、効率的かつ充実した議論がなされ、社外取
締役の見識や視点が取締役会に直接的に反映される仕組み
として確保されています。

② 取締役会の監督機能の発揮に向けた取組み
取締役会と執行部門の間に距離感を生ませず、十分な意
思疎通が保たれるよう、取締役が執行状況を把握するため

の情報連携を強化するなど、監督機能の発揮に資する取組
みも意欲的に行っています。
具体的には、取締役会において事業オーナーとグループ・
チーフオフィサーが一堂に会して行う業務執行報告、執行部門
の会議体であるGlobal Executive Committeeおよび経営執
行協議会（Managerial Administrative Committee）への取
締役のオブザーブ参加やその他会議体へのアクセス、取締役
会付議事項に限定することなく執行のタイムリーな情報を社外
取締役に報告する情報共有会の開催、事業オーナーの経営目
線から見た執行情報に関するフリーディスカッションの開催、社
外取締役と代表執行役の意見交換などが行われています。

③ 取締役会の実効性アンケートの実施
各取締役の自己評価を含むアンケートを年１回実施して取
締役会全体の実効性についての分析・評価を総括する機会
を設けるなど、取締役の意見を積極的に取り入れるための取
組みも重視しています。

取締役会の監督機能発揮による好循環サイクル

社内取締役（男性4名） 社外取締役（男性7名・女性3名）

執行部門
取締役会での議論内容をふまえた施策の検討と実行

監査委員会 指名委員会・報酬委員会

事前説明会による
議案内容の理解

助言 より広範囲な情報共有 執行状況の把握機会をタイムリーに提供

Global ExCoへのオブザーブ参加
情報共有会

社内役員などとのフリーディスカッション

＜執行情報の能動的な共有の仕組み：フリーディスカッションの活用＞
2021年度は取締役と執行役の十分な意思疎通を図るた
め、情報共有会の開催頻度、内容をさらに充実させるととも
に、事業オーナーの経営目線から見た執行情報に関するフ
リーディスカッションを複数回実施しました。取締役会付議の
要否にかかわらず、また、決議に至る前段階から執行による
報告、取締役会メンバーによる論議を重ねています。前年度
の取締役会実効性評価において、新型コロナウイルス対応
下における運営での問題意識として、取締役と執行、特に各
事業オーナーとの間でのよりリアルな情報共有・コミュニケー
ションの充実も喫緊の課題とされたところ、事業ごとに執行
役と取締役の集中的なフリーディスカッションを実施したこと

は、非常に有効であったとの評価がなされています。
また、取締役会において議論を深めていくべきとして掲げ
た重要テーマについては、いずれの観点についても多角的な
議論がなされ、望ましい方向に大きく前進している、特にパー
パス経営やエンゲージメントについては活発な議論と実践の
報告がなされ議論が深まったとの意見があがっています。ま
た、全般的に取締役会としての十分な課題認識のもと議論
がなされており、執行側においてもそれをふまえた検討と実
行がなされ、それに対して再度取締役会で議論がなされる好
循環が生まれていると評価されています。

グループの目指すべき姿の実現に向けた取締役会のさらなる進化
当社は、経営の監督と業務執行を分離することで、取締役
会の監督機能の強化および執行部門への大幅な権限移譲
による業務執行の迅速化を図り、また指名・監査・報酬の法定
三委員会設置によって、高い透明性と公正性の向上を実現し
ていくガバナンス体制を構築しています。
取締役会での重要な経営テーマについての集中的な審
議、指名・監査・報酬の各法定委員会での、役員の選任や報
酬決定、職務執行の適法性・妥当性の監督など、それぞれ
の機関が、その役割をより忠実に遂行しステークホルダー
への説明責任を果たすための議論が深められています。
また、執行の最高意思決定機関であるGlobal Executive 
Committeeなどにおいては、経営戦略の根幹となる中期経

営計画や安心・安全・健康のテーマパークの実現に向けて、
積極的な審議がなされています。
これらについて、当社の取締役は、執行部門における意思
決定機能や執行部門に対する監督機能・モニタリング機能も
含めたガバナンス体制は、当社の経営戦略や事業戦略に合
致した最適なものとなっており、取締役会の実効性を高める
仕組みも十分に確保されていると総括しています。
当社は、グループが目指す姿の実現に向けて、これらのガ
バナンス体制を基礎として、重要な経営テーマについては取
締役と執行部門とのフリーディスカッションなども有効に活
用しながら、意思決定の質を高める取組みを重ね、株主をは
じめとするステークホルダーの期待に応えていきます。

重要審議テーマ 議論内容
目に見えない資産
（ブランド、エンゲージメントなど）
の評価および価値向上

•  ｢働き方改革」の取組みによる社員の連帯感醸成の重要性や、エンゲージメント向上に資する人事制
度のあり方、当社の目指す企業文化

• これらの取組みの要素を企業価値向上にどのようにつなげるか

ESG関連課題への対応方針 •  気候変動リスクなどへの対応方針についてグループ全体で整合させること、また明確に打ち出すこと
の 重要性

資本市場との建設的な
コミュニケーションのあり方 •  重要経営戦略に関する資本市場との対話のあり方として、投資家への情報提供や効果的な伝え方

リアルデータプラットフォーム
の構築

•  リアルデータプラットフォーム構想におけるビジネスモデル構築や、リスク管理および顧客目線の重
要性

• デジタル事業におけるデータマーケティング強化のあり方

取締役会における重要テーマの審議状況

フリーディスカッションの開催実績

2021年度実施テーマ
• 国内損害保険事業の戦略
• 海外保険事業の戦略　※2022年4月実施

• 国内生命保険事業の戦略

• 介護・シニア事業の戦略
• デジタル事業の戦略
• グループのサステナブルな成長に向けた取組み
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指名委員会について

指名委員会は、当社グループ各社の取締役、執行役およ
び執行役員の選任または解任にかかる審議に社外の目を導
入することによって、グループのガバナンスの透明性および
公正性を向上させることを目的としています。
ＳＯＭＰＯのパーパス、すなわち「安心・安全・健康のテーマ
パーク」の実現に向けて、現在当社グループはトランスフォー
メーション（質的進化）を推し進めています。これをさらに加速さ
せるべく、2021年度において、当社グループの中核ポスト（グ
ループCOO社長、国内損害保険事業オーナー、海外保険事業
オーナー、介護・シニア事業オーナー）のサクセッション・プランを
実行し、新たな候補者を選定、選任しました。2022年度からはこ

の新たな経営体制のもと、順調なスタートを切っています。
保険だけでなく、介護事業やデジタル事業など幅広い事
業領域において、グローバルに事業展開する当社グループ
において、ＳＯＭＰＯのパーパスを実現するために重要なこと
は、当社グループ役員ポートフォリオの多様性を向上させる
ことです。指名委員会においては、個別の役員選任やサク
セッション・プラン策定などにおいて、多様性を向上させる取
組みを継続的に行っています。
指名委員会における議論を通じて、多様性に富んだ当社
グループ役員ポートフォリオを構築し、ＳＯＭＰＯのパーパスの
実現、企業価値の向上に貢献していきます。

指名委員会の活動実績
2021年度は合計11回の指名委員会を開催しました。2021年度の指名委員会の主な審議事項は以下のとおりです。

ＳＯＭＰＯグループ中核ポストの
サクセッション・プランの実行

•  ＳＯＭＰＯグループの中核ポストである、グループCOO社長、国内損害保険事業オーナー、海外保険
事業オーナー、介護・シニア事業オーナーについて、サクセッション・プランを実行するべく、新たな候
補者を選定し、対外開示を行いました。

サクセッション・プランの策定 •  当社グループのさらなる変革と成長を実現するため、それをリードすべきキーとなるポストについ
て、多様な背景を持った質の高い人材が、安定的かつ効果的に輩出される体制の構築を目的として
策定しました。

•  グループCEOをはじめとするグループキーポスト計88ポストが対象です。
•  後継候補者選定にあたり、女性比率などの検討基準を設けることにより、多様な人材プールを形成
しています。

取締役候補者の選任 •  取締役選任基準、および取締役会全体のポートフォリオのバランスを考慮し、定時株主総会に提案
をする取締役候補者選任議案を決議しました。

執行役、執行役員の選任 •  ＳＯＭＰＯホールディングスの執行役、執行役員選任に関する取締役付議議案を決議しました。

損保ジャパン、ＳＯＭＰＯひまわり
生命の取締役選任

•  損保ジャパン、ＳＯＭＰＯひまわり生命の取締役会に勧告する、両社の取締役候補者選任議案を決議
しました。

多様性に富んだ当社グループ役員ポートフォリオを
構築し、ＳＯＭＰＯのパーパスの実現、
企業価値の向上に貢献していきます

社外取締役 指名委員会委員長
スコット・トレバー・デイヴィス

監査委員会について

監査委員会は、社外監査委員を中心としたメンバーで構成
された透明性・公正性が高い体制のもとで、各委員の多様な
スキル・バックグラウンドを活かした役割分担を行い、実効性
の高い監査を実施しています。
監査方法につきましては、2020年度以降はコロナ禍での
対応としてWeb会議システムを積極活用するなど、「働き方
改革」に資する運用を行い、監査側、被監査側双方にとって
効率的となる対応を進め、質の高い監査につなげていきまし
た。今後も形式にとらわれず一層効果的な監査の方法を追
求していきます。
また、当社では2021年度より新たな中期経営計画をス

タートしており「安心・安全・健康のテーマパーク」を具現化す
るために、リアルデータを活用したソリューションの提供に向
けた取組みをはじめとする幅広い新たな取組みを強力に推
進しています。そのため今後の監査範囲はより広くかつ専門
性が高くなる傾向があることから、さらなる高い次元での監
査を行うべく、2022年6月より幅広い知見や専門性を有する
2名の新たな監査委員を迎え、7名体制で監査委員会を運営
していきます。今後も最善の監査を行うことで、ステークホル
ダーの期待に応え続ける監査委員会を目指していきます。

監査委員会の活動実績
2021年度は合計12回の監査委員会を開催しました。
監査委員会は、監査基本方針・監査計画を策定し、監査計
画にのっとって通年で監査活動を実施し、年度末に監査報告
を行うとともに、監査活動の総括を行っています。実施した
監査活動は、都度監査委員会で報告を行い、定期的に監査
計画の進捗状況を確認しています。通年の監査活動では、重
要会議への出席、重要な決裁事項の確認などに加え、代表

執行役とのミーティング、事業オーナー・グループＣｘＯとの
ミーティング、部室長とのミーティング、国内外グループ会
社往査などを通じて情報収集を行い、経営に対して必要な
意見・提言を行っています。

2021年度の通年の監査活動における取組み・対応は以下
のとおりです。

監査委員の担当制 より掘り下げた監査を実施することを目的として、事業オーナー・グループＣｘＯごとにメイン担当となる監査委員を
定め、メイン担当を中心として監査を行う担当制を実施しました。

内部監査部との連携 内部監査部との連携を強化すべく、監査委員による役職員とのミーティングや国内外グループ会社往査への内部
監査部長の同席とともに、内部監査結果をふまえた監査委員とのディスカッションを実施するなど、広く意見交換
の場を設けました。

会計監査人との連携 会計監査人との連携を強化すべく、EY新日本有限責任監査法人と年間を通じたミーティング計画を策定し、コミュ
ニケーションの頻度を高く保つとともに、活発な意見交換を行い、相互の監査品質の向上に努めました。

監査活動における工夫 コロナ禍対応および働き方改革を推進すべく、監査委員会の開催、各種ミーティングの実施、国内外グループ会社
往査などの監査活動には、Web会議などのリモートによる方法を広く活用し効率性を高めるとともに、議論に充て
る時間の確保に工夫を施しました。

当社グループの事業の成長や急速な環境の変化に
対応した実効性の高い監査を行い、
ステークホルダーの期待に応えていきます

社外取締役 監査委員会委員長
柳田 直樹
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報酬委員会について

報酬委員会の活動実績
2021年度は合計10回の報酬委員会を開催しました。2021年度の報酬委員会の主な審議事項は以下のとおりです。

損保ジャパン、
ＳＯＭＰＯひまわり生命の
役員報酬制度改定

•  当社グループの中核事業会社（損保ジャパン、ＳＯＭＰＯインターナショナル、ＳＯＭＰＯひまわり生命、ＳＯＭＰＯケ
ア）の役員報酬制度について、当社グループの役員報酬決定方針に照らして改善すべき点がないかという観点で議論
を行いました。

•  議論の結果、損保ジャパン、ＳＯＭＰＯひまわり生命の役員報酬制度をより当社グループの役員報酬決定方針に準じた
制度とするよう、両社の取締役会に勧告を行い、2022年4月付にて勧告にもとづいた改定に至りました。

グループCEOの
業績連動報酬

•  2021年度のグループCEOの取組みを評価し、業績連動報酬の支給率、支給額を決定しました。

グループCEOの
戦略目標と報酬基準額

•  グループCEOの2022年度の戦略目標（①RDPの構築、②エンゲージメント・I&D、③ＳＯＭＰＯの企業価値向上）を決議
しました。 
① RDPの構築 ： 新たな顧客価値を創造し、社会課題解決に資する社会共通で有益な枠組みとして、リアルデータプ
ラットフォーム（RDP）構築を実現する。 
② エンゲージメント、I&D ： 「イノベーションの創出」および「社員の幸福度、やりがいの向上」を目的とするI&Dを加速
し、多様な人材が互いを受け入れ、それぞれのMYパーパスを尊重し合い、個々の力を十分に発揮できる組織・企業
文化を実現する。これによりＳＯＭＰＯグループの持続的な成長を促進し、企業価値の向上を実現する。 
③ ＳＯＭＰＯの企業価値向上 ： ＳＯＭＰＯのパーパスやRDP、サステナビリティ経営の推進をグローバルに発信すること
によりブランド価値を高め、広くステークホルダーのレコグニションを高めることにより企業価値を向上させる。 

•  上記の戦略目標にもとづき2022年度の報酬基準額を決定しました。 

HD執行役、執行役員の
業績連動報酬

•  2021年度のHD各執行役、執行役員の取組みを評価しました。
•  業績連動報酬の支給率、支給額を決定しました。

HD執行役、執行役員の
戦略目標と報酬基準額

•  HD各執行役、執行役員の2022年度の戦略目標を決議し、その戦略目標にもとづき2022年度の報酬基準額を決定し
ました。

当社グループの役員報酬制度を、
より高いインセンティブ効果を発揮する制度とするべく、
報酬委員会において検討していきます

社外取締役 報酬委員会委員長
東 和浩

報酬委員会は、当社グループ各社の取締役、執行役およ
び執行役員の報酬にかかる審議に社外の目を導入すること
によってグループのガバナンスの透明性および公正性を向
上させることを目的としています。
役員報酬制度は、ガバナンス効果を発揮しながら、同時に
役員にとって真に効果のあるインセンティブとなるものであ
ることが重要と考えています。この観点から、持株会社である
ＳＯＭＰＯホールディングスだけでなく、グループ全体とりわ
け中核事業会社の役員報酬制度をよりミッション・ドリブンな
ものとするべく、2021年度に報酬委員会は、損保ジャパン、
ＳＯＭＰＯひまわり生命に対して役員報酬制度改定の勧告を

行いました。
また、当社グループの役員報酬制度における重要なテーマ
は、グループCEOの報酬パッケージをどのようなものとし、
その評価をいかに適切に行うかということです。2021年度
は報酬委員会において、グループCEOの戦略目標の決定、
報酬総額、固定報酬と業績連動報酬などの報酬の構成の決
定、取組みの評価などについて、時間をかけた丁寧な議論を
行い、決定しました。
当社グループの役員報酬制度を、より高いインセンティブ
効果を発揮する制度とするべく、報酬委員会において検討し
ていきます。

進化を続けるガバナンス

2010年に持株会社として設立された当社は、人口減少、高
齢化、低水準の経済成長に直面する日本を主要なマーケット
とする損害保険グループとして、この先いかに持続的な成長
を実現するかという課題に、「安心・安全・健康のテーマパーク
へのトランスフォーメーションを目指す」という答えを出しまし
た。以降、トランスフォーメーションをより発展的かつ確かなも
のにしていくために、ガバナンスもトランスフォーメーションし

続けてきました。
「“安心・安全・健康のテーマパーク”により、あらゆる人が
自分らしい人生を健康で豊かに楽しむことのできる社会を
実現する」というＳＯＭＰＯのパーパスの実現には、多様性あ
ふれるメンバーによる未来に向けた議論とそれらを通じた質
が高く敏捷な意思決定が不可欠であり、それを支えてきたの
がＳＯＭＰＯのガバナンスです。

 
遠心力と求心力を掛け合わせた執行体制へ
傘下の損害保険事業会社の合併（2014年）以降、当社は、

「安心・安全・健康のテーマパーク」の実現に向け、介護事業
への本格参入（2015年）、ＳＯＭＰＯ Digital Lab設立（2016

年）、Endurance社の買収によるグローバルプラットフォーム
の構築（2017年）などの経営基盤づくりを進めてきました。
現在のＳＯＭＰＯの骨格を形作るこれらのトランスフォー

メーションを可能としたのが、事業オーナー制とグループ・
チーフオフィサー（CxO）制によるマトリクス型のガバナンスで
す。事業オーナーには事業の最高責任者として大幅な権限を

付与することで、事業の方針決定、事業計画の遂行などを通
じてグループの成長・拡大を牽引する仕組みとする一方、グ
ループ共通課題については、それぞれの領域で高い専門性を
持つグループ・チーフオフィサー（CxO）に影響力を横断的に
発揮できる権限を与えています。
このようなグループの遠心力と求心力を掛け合わせた執
行体制により、テーマパークに向けたトランスフォーメーション
を推し進めてきました。

ガバナンストランスフォーメーションの加速
このようにして築いてきた経営基盤の上で、テーマパーク
に向けたトランスフォーメーションをさらに加速させるべく、
2019年には指名委員会等設置会社への移行に加え、執行の
会議体として「Global ExCo」および「MAC（経営執行協議
会）」を設置しました。
このガバナンス改革では、経営の監督と業務執行を分離し
て、執行に大幅な権限移譲を行うことで、専門的な知見を持つ
社外取締役が、執行の監督および重要な経営方針の決定に注
力することができる効果的な監督・執行体制を実現しました。
そして執行においては、これまで日本人を中心に議論してき
た経営会議のあり方を大幅に見直し、執行部門の最高位の会
議体Global ExCoを設置しました。Global ExCoでは、国籍

やバックグラウンドが異なる役員が、真にダイバーシファイさ
れた視点でグループの重要課題を議論し、ベストプラクティス
を共有し合い、保険だけではない世界中の情報に触れながら
意思決定するなど、ＳＯＭＰＯのトランスフォーメーションを推
し進める原動力として機能しています。
このガバナンスが、現在のRDP構想につながるパランティ
アとの新会社設立やコングロマリット・プレミアム創出に向け
たシナジーの発揮など、ＳＯＭＰＯのトランスフォーメーション
の土台となってきました。
当社グループの「安心・安全・健康のテーマパーク」の実現に向
けたトランスフォーメーションは今後も続いていきます。引き続き、
持続的成長に向け、最適なガバナンスを追求していきます。

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
経営統合シナジーの最大化 テーマパーク実現に向けた前中期経営計画 パーパス実現に向けた現中期経営計画

NKSJ
ホールディングス設立 損害保険ジャパン

日本興亜発足

介護事業への
本格参入

SOMPO Digital Lab設置

Endurance買収による
グローバルプラットフォーム
の構築

Palantier Technologies 
Japan設立

• 指名委員会・報酬委員会設置
• 社外取締役選任
• 女性取締役選任

• ホールディングス・損保ジャパン
　会長・社長の兼任解消
• 事業オーナー制導入
• グループ・チーフオフィサー(CxO)制導入

• 指名委員会等設置会社へ移行
• Global ExCo設置
• 経営執行協議会（MAC）設置



社内取締役 社外取締役

事業オーナー
（事業別最高責任者）

国内損害保険
（損保ジャパン）

海外保険
（ＳＯＭＰＯインターナショナル）

国内生命保険
（ＳＯＭＰＯひまわり生命）

介護・シニア
（ＳＯＭＰＯケア）

デジタル
（ＳＯＭＰＯ Light Vortex）

グループCxO
（領域別最高責任者）

Financial
ファイナンス

Digital
デジタル

External Relations 
渉外活動・情報活用・
社外ネットワーク

Information
IT

Sustainability
サステナビリティ

Strategy
戦略

Human Resource
人事

Risk
リスク管理・内部統制

Value Communication
バリューコミュニケーション

Public Relations
パブリックリレーション

グループＣＥＯ

グループＣＯＯ
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監督体制

当社は、指名委員会等設置会社として、経営の監督と業務執行を分離することで、取締役会の監督機能の強化および執行部
門への大幅な権限委譲による業務執行の迅速化を図っています。また、指名・監査・報酬の法定三委員会設置によって、より高い
透明性と公正性の向上を実現していくガバナンス体制を構築しています。

取締役（株主総会で選任） （2022年7月1日現在）

指名委員会
社外取締役のみで構成

報酬委員会
社外取締役のみで構成

監査委員会
過半数が社外取締役

櫻田 謙悟
（執行役兼務）

スコット・トレバー・デイヴィス
（指名委員会委員長）

東 和浩
（報酬委員会委員長）

和賀 昌之

奥村 幹夫
（執行役兼務）

手島 俊裕

笠井 聡

名和 高司 山田 メユミ

柳田 直樹
（監査委員会委員長）

内山 英世

遠藤 功 伊藤 久美

柴田 美鈴

取締役会の構成
社外取締役は、取締役14名中10名（比率71%）
※当社設立時（2010年4月 ）の12名中6名（比率50%）から人数・割合とも増加

社外取締役 10名
71％

社内取締役 4名
29％

取締役のダイバーシティ
14名中女性が3名、男性が11名（うち、外国人1名）
※当社設立時は女性0名（人数・割合とも増加）、外国人1名（同人数・同割合）

女性 3名
21％

男性 11名
79％

うち外国人1名

取締役の在任年数
取締役の平均在任期間（監査役であった期間を含む）は、3.8年
※ 当社では社外取締役の通算在任年数が8年を超える場合は、再任する積極的な
理由の有無を慎重に検討し、理由がある場合は再任を妨げません。

新任
21％

1年～4年
43％

5年以上
36％

委員会の構成
法定三委員会は、指名委員会・報酬委員会は社外取締役の
みで構成、監査委員会は過半数が社外取締役

社外取締役 5名
100％

指名委員会 監査委員会 報酬委員会

社外取締役 5名
71％

社外取締役 5名
100％

各役員
（執行）

当社グループ以外の経歴を持つ役員 8名
50％

執行体制

当社は、VUCAの時代においても敏捷かつ柔軟にトランスフォーメーションを重ねていくために、事業オーナー制とグループ
CxO制という2つの仕組みを掛け合わせた執行体制を構築しています。

事業オーナー制
事業オーナーが各事業の経営トップの立場で事業の方針

を定め、事業計画の遂行や経営の質を高めることでグループ
の成長・拡大を牽引する仕組みです。

グループCxO制
各領域において高い専門性を持つグループCxOがグルー
プの経営理念やパーパスの実現、企業価値向上、コングロマ
リット・プレミアムの創出などに向けて、必要な影響力を横断
的に発揮することでグループ全体の一体性や健全性を維持
する仕組みです。

多様なバックグラウンドを持つ役員
当社では、サクセッション・プランの策定、役員の選任にお
いて役員ポートフォリオの多様性を重視しており、その結果と
して、多様な専門性やバックグラウンドを持つ役員が選任さ
れ、グループのトランスフォーメーションの実現に向けた質の
高い意思決定が可能な体制を実現しています。

事業の魅力を最大化
稼ぐ力の強化

（グループの遠心力）

グループアセットの最大活用
グループ共通課題への対峙
（グループの求心力）

トランス
フォーメーション
の実現

※役員はグループCEO、
グループCOO、事業オー
ナーおよびグループCxO
の16名を指します。
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サクセッション・プラン（後継者育成計画）

1．サクセッション・プラン策定の目的
「安心・安全・健康のテーマパーク」の実現に向けて、トラン
スフォーメーションを推し進める当社グループにおいて、事
業のさらなる変革と成長を実現するため、それをリードすべき
キーとなるポストについて、多様な背景を持った質の高い人
材が、安定的かつ効果的に輩出される体制の構築を目指し
て、サクセッション・プラン策定に取り組んでいます。

2．対象ポスト
グループ全体、および各事業における重要性と該当ポスト
の人材代替希少性にもとづき、グループCEOをはじめとす
るグループCxO、事業オーナーをはじめとする国内外各事業
の重要ポストなど、グループキーポスト計8８ポストをサクセッ
ション・プラン策定の対象としています。

3．候補者選定のポイント
後継者候補を以下の区分で明確化して選定し、多様性拡
大の観点から各ポストの候補者選定に一定の基準を設定し
て検討を行うこととし、計画的な育成と外部からの採用検討
を行っています。

①候補者の区分

5年以内に該当ポストを
担いうる人材 N（Next）人材

5～10年後に該当ポストを
担いうる人材 F（Future）人材

②人材プールの多様性拡大を目的とした候補者選定基準
•  各ポスト、N人材とF人材それぞれ5名以上の候補者を選定
する。

•  各ポストの候補者のうち、N人材とF人材それぞれ40％以
上を女性とする。

• 各ポストの候補者に目安とする年齢分布割合を設定する。

4．サクセッション・プラン検討の手順
サクセッション・プランは、指名委員会において、あらかじめ
決定された検討要領に従って策定されます。対象となるポス
トの「現在」と「今後」における役割・機能と求められるスキル・
経験をそれぞれ明確化し、それにもとづいて、各ポストにおけ
る現職者の後継候補者を社内外問わず広く選定します。策
定されたサクセッション・プランは、指名委員会において、各
委員の多様かつ高い知見にもとづき、より強固で多様性のあ
る後継者候補プールを構築することを目的に、積極的かつ建
設的な議論が行われています。

 
5． 執行役・執行役員選任、配置、育成との
連動
策定されたサクセッション・プランを効果的にＳＯＭＰＯグ
ループの執行役・執行役員選任、配置や育成に連動させるこ
とを目的として、選定された各候補者を、経営人材育成を目
的とした研修派遣機会の提供やタフアサインメントの付与を
行い、多様な経営人材を計画的に育成しています。

指名委員会

サクセッション・プラン検討要領を決定

対象となるポストの①役割・機能、
②求められるスキル・経験を明確化

各ポストにおける現職者の後継候補者を
社内外問わず広く選定

サクセッション・プランを審議

役員選任方針

当社の役員の選任にあたっては、次の役員選任方針にのっ
とり、取締役については指名委員会が選定した候補者を株
主総会において決定し、執行役・執行役員については指名委
員会が選定した候補者を取締役会において決定します。

（１）取締役の選任方針 
当社は子会社等を監督・指導するとともに、損害保険事業

を中心にさまざまな事業を営む子会社などの経営戦略を包
含したグループ全体の経営戦略を策定し、これを着実に遂
行・実現する役割を担います。
この観点から、取締役会は、多様かつ独立した視点・観点か
ら経営課題などに対して客観的な判断を行うことを目的とし
て、ジェンダーや国際性など多様性を考慮して社外取締役を
選任し、社外取締役を中心に構成します。
また、取締役選任にあたっては、保険会社向けの総合的な
監督指針の内容をふまえた選任基準等に基づき選任を行う
ほか、社外取締役については、①「能力要件」、②「社外取締
役の独立性に関する基準」、および③「在任年数の要件」に基
づいて選任を行います。
なお、実質的な論議を行うことを目的として、定款の定めに
より取締役は１５名以内とします。
※ この方針において、ジェンダーとは、性別役割分業・ＬＧＢＴＱの存在など、性に関
する事象・知識・価値観すべてをいいます。

①能力要件
当社は、さまざまな分野で広い知見や経験を持つ会社経
営者、学識者または法曹もしくは財務・会計にかかわる専門
的知見を有する者などを社外取締役として選任します。
また、選任にあたっては、取締役としての役割・責務を適切
に果たすために必要となる時間・労力を、その業務に振り向
けられる状況にあることを要件とします。
②社外取締役の独立性に関する基準
当社は、次に掲げる事項にもとづいて社外取締役の当社
からの独立性を判断します。

ア．  人的関係：当社グループの役職員との親族関係、その出
身会社と当社との役員の相互就任状況

イ．  資本的関係：当社株式の保有、当社グループによる株式
保有の状況

ウ． 取引関係：当社グループとの取引・寄付の状況
エ． 上記以外の重要な利害関係
③在任年数の要件
当社の社外取締役および社外監査役としての通算在任年
数が８年を超える者については、再任する積極的な理由の有
無を慎重に検討し、理由がある場合は再任を妨げないことと
します。

（２）執行役・執行役員ポートフォリオ構築方針と選任基準
①執行役・執行役員ポートフォリオの構築方針
当社は、サクセッション・プランにもとづいた計画的な経営
人材の育成を行い、執行役および執行役員全体の構成につ
いては、ジェンダー、年齢、経験、国際性などポートフォリオの
多様性や経営チームとしてのバランスを重視します。
②執行役・執行役員選任基準
当社は、執行役および執行役員の選任にあたり、次の基準
に照らし合わせて選任を行います。
•  ＳＯＭＰＯの経営理念、ビジョンにもとづき変革を実現でき
ること。

•  変革をけん引する次世代のリーダーを育成できること。
•  社員が自信と誇りを持ち、高い志で果敢にチャレンジする
風土を醸成できること。

•  自らのミッションに突き動かされ、行動できること。
•  担うミッション、役割に関する高い専門性、見識を有すること。
•  担うミッション、役割に関する経験と実績を有すること。
•  多様性の価値を理解し、価値創造につなげることができる
こと。

•  公平、公正な判断力、目標達成力を有していること。
•  人格において公正で誠実であること。

社外取締役のサポート体制

取締役会開催にあたっては、取締役会事務局の法務部お
よび各議案の所管部署が、社外取締役に事前説明を行う体
制としています。また、指名委員会および報酬委員会は人事
部が、監査委員会は監査委員会室が、それぞれ委員会事務

局として社外取締役を補佐する体制としています。
なお、社外取締役に対して「グループ報」「統合報告書」「お
客さまの声白書」「サステナビリティレポート」「IR説明会資料」
など、各種情報提供にも努めています。
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役員報酬制度

当社は、役員報酬制度をコーポレート・ガバナンスにおけ
る重要事項と位置づけています。そして、当社の役員報酬制
度は、企業価値の増大と株主との利害の共有を図ることを
目的としています。それを受け、当社の役員報酬制度は、以
下の基本理念にもとづき、社外取締役を委員長とする報酬

委員会において、客観的な視点を取り入れながら設計して
います。
なお、当社は、後述の「役員報酬決定方針」において、役員
報酬に関わる基本理念をはじめ、報酬構成や役職区分ごと
の報酬決定方法、各報酬の内容などについて定めています。

役員報酬に関わる基本理念（グループ共通）
（1） 優秀な人材を当社グループの経営陣として獲得・確保できる報酬水準、報酬制度であること
（2） 役員報酬制度が事業戦略に整合したものであり、グループの成長に向けた役員の業績向上の意識を高めること
（3） 単年度業績のみでなく、中長期的な業績や役員の取組みを報酬に反映したものであること
（4）  報酬の内容は、未来志向でチャレンジするミッションの大きさとその成果に応じて決定されること
　　なお、役職やポジションに応じた固定的な要素を考慮することがある
（5）  当社および主要な子会社の報酬制度については、当社に設置する報酬委員会での審議プロセスを通じて、ステークホ

ルダーへの説明責任を果たしうる客観性・透明性および公正性が担保されていること

1. 役員報酬制度の概要
当社は、現在の中期経営計画期間を、グループ全体およ
び各事業のトランスフォーメーション具現化のフェーズととら
えています。これを支えるガバナンスの重要な要素として、ト
ランスフォーメーション実現に向けたミッションの大きさや取
組み、会社業績に連動した役員報酬を位置づけています。
当社では、「ミッション・ドリブン（使命感とやりがいを感じ、
当事者意識を持って働く）＆リザルト・オリエンテッド（実現志
向）」の思想にもとづき、各役員は、自らの役割・使命を示し行
動すべきと定めています。これらの役員に対する処遇は、役
職やポジションのみに応じて固定的に決められるものではな
く、未来志向でチャレンジするミッションの大きさとその成果
に応じて決定されるべきであるという理念のもとに役員報

酬制度を設計しています。
これを実現するため、当社では、役員ポストの職責に応じ
て、グループＣＥＯをトップとした各ポストのグレードを設定
したうえで、当該ポスト・グレーディング（ポストによる格付）
にもとづく総報酬パッケージ標準額を定めています。個々の
役員の総報酬パッケージ基準額の設定にあたっては、個別
に課されるミッションの大きさを反映させ、事業年度ごとに
決定します。
また、報酬委員会は、当社のすべての取締役および執行役
の報酬について、以下に記載する決定プロセスや算定方法
にもとづき、個別の報酬金額・構成について審議のうえ、決
定します。

ａ. 総報酬パッケージの決定プロセス
当社では、それぞれの役員に課しているミッションの大きさ
や役員個人の実績を考慮したうえで、報酬水準を個別的に
設定しています。そのため、従来型の役位別の報酬テーブル

にもとづいて報酬を決定するといったアプローチを当社では
採っていません。

ミッションの設定 総報酬パッケージの決定 報酬構成の決定
ＳＯＭＰＯグループとして目指すべき
姿、事業環境をふまえ、それぞれの役
員が負うべきミッションを設定

具体的ミッション、役員の実績やスキ
ルなどを勘案し、それぞれの労働市場
やピアグループにおける水準を参照
して、総報酬を決定

役員ごとの役割、責任の性質により
決定

ｂ. 報酬構成
役員報酬は、各役員の役割や職責にもとづいて支給する

「固定報酬（月例報酬）」と、業績等に連動する「変動報酬」で
構成します。変動報酬は、毎年の業績に応じて年度単位で支
給する短期業績連動報酬である「業績連動報酬」と、中長期

的な企業価値向上と報酬の連動性を高めることを目的とし
た長期業績連動報酬としての「業績連動型株式報酬」で構成
されており、単年度だけでなく中長期的な視点で業績や株価
を意識した経営を動機づける設計となっています。

報酬要素
構成割合

内容
グループCEO グループCEO以外

固定報酬 月例報酬 33.4% 50～70%
• 役員が担うポストの職責と職務内容をふまえ、個別的に決定
• 月例で支払う現金報酬

変動報酬

業績連動
報酬 33.3% 15～25%

• 基準額を定めたうえで、年次の業績達成度を考慮して支給額を決定
• 各役員の財務目標と戦略目標の達成度を評価
• 年度終了後の6月に現金で支給

業績連動型
株式報酬 33.3% 15～25%

• 株主との利害一致とグループの中長期的成長を促進するため、中長期業績を考慮して付与する株式数を決定
• 過去3年間の対TOPIXの株価成長率と対競合他社の利益成長率を評価
• 信託スキームを用いてポイントを年度終了後の9月に付与
• 退任後に株式を付与

小計 66.6% 30%～50％
合計 100.0% 100.0%

当社役員報酬制度の概観

ｃ. 報酬要素ごとの考え方と算定方法
■固定報酬（月例報酬）
当社の固定報酬（月例報酬）は、役員ごとのポストの職責な
どに応じて設定されており、原則として毎月同額を支給します。
固定報酬（月例報酬）の金額は、ポスト・グレーディングにも

とづく総報酬パッケージ額を標準額とし、個別のミッションを
考慮しつつ、それぞれの役割、責任の性質に応じて基準額を
定め、外部報酬コンサルティング会社が実施する役員報酬調
査にもとづくマーケット報酬水準を参照したうえで妥当と考
えられる水準に決定しています。

■業績連動報酬
当社は、役員報酬制度と事業戦略を整合させ、グループの
成長に向けた役員の業績向上の意識を高める仕組みとして、
各事業の単年度業績に対する役員の貢献に報いる業績連動
報酬制度を導入しています。概要は以下のとおりです。なお、

当社では業績連動報酬制度について、会社の財務的実績だ
けでなく、経営計画と紐づいた戦略的な業績目標の達成度
をバランスよく報酬に反映させるため、「財務業績連動報酬
＋戦略業績連動報酬」方式を採用しています。また、インセン
ティブとしての機能の強化を目的として、各役員のミッション
に応じて設定した戦略目標の達成度合いにもとづき適用す
る係数の変動幅を「０％～200％」としています。
•  業績連動報酬は、業績連動報酬基準額に単年度の財務目
標および戦略目標の達成度を反映して決定します。

•  業績連動報酬の基準額は、ターゲットとなる財務目標およ
び戦略目標を達成した際に支払われる金額を指し、役員別
に個別に異なる基準額を設定します。

•  業績連動報酬は、財務業績連動報酬と戦略業績連動報酬
により構成され、それぞれの基準額の配分割合は、各役員
のミッションの性質に応じて、報酬委員会が決定します。

ウェイト設定*1 達成度にもとづき算定 業績連動報酬支給額

業績連動
報酬基準額

財務目標 50% ▶ 財務目標
基準額 × 財務目標

業績係数 ＝ 財務目標
支給額

支給額＋ ＋
戦略目標 50% ▶ 戦略目標

基準額 × 戦略目標
業績係数 ＝ 戦略目標

支給額

*1 財務目標と戦略目標のウェイトは50：50を基準とし、それぞれの役員の役割に応じて個別的に調整する。

達成度別 業績連動報酬水準イメージ*2

*2  右記イメージ図は、財務目標・戦略目標のウェイトが
50：50であり、それぞれの達成度も等しい場合の例

それぞれの役員の財務目標、戦略目標の達成
度に応じ、業績連動報酬の支給額は、業績連動
報酬基準額の0%から200%の範囲で変動し
ます。
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役員報酬制度

レベル 達成度

期待以上の成果を
あげた場合

200%
175%
150%
125%

期待どおりの成果 100%

期待された成果を
あげられなかった場合

75%
50%
25%
0%

※ 役員ごとに設定した戦略目標の達成度に応じて、それぞれに応じた係数を
乗じます。戦略目標をターゲット水準で達成した場合を100%とし、最高を
200%、最低を0%としています。

財務目標 戦略目標

※ ターゲットとなる財務業績を達成した場合には財務目標係数を100%として
基準額を支給します。財務目標の達成度に応じ、支給額は基準額の0%から
100%、100%から200%の間で比例的に変動します。
※上記グラフの達成度と支給額の関係はイメージです。

0%

25%

50%

75%

100%

125%

150%

175%

200%

最小値 最大値ターゲット

■業績連動報酬で用いられる指標
業績連動報酬で用いられている財務指標の概要は右記の

とおりであり、役員が担当する事業に応じて定めています。な
お、戦略目標は役員個人別に定めています。
（注） 1  国内損害保険事業の正味収入保険料は、自賠責・家計分野地震保険に関

する金額を除いています。
 2  国内損害保険事業の当期純利益は、損害保険ジャパン株式会社単体の数

値です。
 3  国内損害保険事業のＥ／Ｉコンバインド・レシオは、自賠責・家計分野地震保

険を除いた損害保険ジャパン株式会社単体の数値です。

担当事業 財務指標（2022年度）
グループ全体 修正連結利益、修正連結ROE

国内損害保険事業 正味収入保険料、修正利益、ROE、
当期純利益、E／Iコンバインド・レシオ 

海外保険事業 Gross Written Premium、修正利益

国内生命保険事業 修正EV増加額、修正利益、ＲＯＥ、
保有契約件数

介護・シニア事業 売上高、修正利益、ＲＯＥ

■業績連動型株式報酬
　当社では、グループ全体が長期的かつ持続的に成長して
いくことが重要であると考えています。2016年６月開催の定
時株主総会において、当社グループの役員の報酬と業績お
よび株式価値の連動性をより明確にし、当社グループの役
員が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまで
も株主の皆さまと共有することで、中長期的な業績の向上と
企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、
業績連動型株式報酬制度を導入しています。
　当該報酬は、当社株価とＴＯＰＩＸの相対的な成長率の対
比（株式価値）、および当社純利益と保険業を中心とするグ

ローバル企業の純利益の相対的な成長率の対比（連結業
績）にもとづき付与数が変動する株式報酬であり、当社の中
長期的な業績に連動する形を採っています。
•  業績連動型株式報酬は、株式報酬基準ポイント数に、中長
期的な株式価値および連結業績をマーケット対比で反映
させています。

•  業績連動型株式報酬に用いる指標は、過去３事業年度の
平均値を基準年度の数値で除したうえで、付与ポイント数
に反映させます。

＋株式報酬基準
ポイント

株式価値
当社株価成長率

vs.
TOPIX成長率に

基づくマーケット対比指標係数

50% 50%

連結業績
当社純利益成長率

vs.
グローバル保険企業純利益成長率に
基づくグローバル対比指標係数

実際に
付与される
株式報酬基準
ポイント

× ＝

2. 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数（2021年度）
当事業年度における役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数は以下のとおり
です。

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（名）

固定報酬
（月例報酬） 退職慰労金等

業績連動報酬等
金銭報酬 非金銭報酬

業績連動報酬 業績連動型
株式報酬

取締役（社外取締役を除く） 48 43 ― 3 2 4
社外取締役 154 154 ― ― ― 11
執行役 2,020 1,169 ― 602 248 22
合計 2,224 1,367 ― 605 251 35

氏名
連結報酬
等の総額
（百万円）

役員
区分 会社区分

連結報酬等の種類別の総額（百万円）

固定報酬
（月例報酬） 退職慰労金等

業績連動報酬等
金銭報酬 非金銭報酬

業績連動報酬 業績連動型
株式報酬

櫻田 謙悟 432
取締役

当 社
6 － 1 1

執行役 127 － 178 118
取締役 損害保険ジャパン株式会社 － － － －

辻　伸治 106

取締役
当 社

6 － 1 1
執行役 60 － 19 18

取締役
ＳＯＭＰＯひまわり生命保険
株式会社 － － － －

ＳＯＭＰＯケア株式会社 － － － －

西澤 敬二 152
執行役 当 社 － － － －
取締役 損害保険ジャパン株式会社 78 － 38 35

ジェイムス・シェイ
(James Shea) 818

執行役 当 社 488 － － －

取締役 Sompo International
Holdings Ltd. 85 － 244 －

ジョン・チャーマン
（John R. Charman） 357

執行役 当 社 147 － 210 －

取締役 Sompo International
Holdings Ltd. 0 － － －

ナイジェル・フラッド
（Nigel Frudd） 187 執行役 当 社 － － 187 －

奥村 幹夫 113
執行役 当 社 55 － 33 24

取締役 Sompo International
Holdings Ltd. － － － －

（注） 1  報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数には、2021年3月31日をもって辞任した執行役7名分および2021年6月28日開催の第11回定
時株主総会終結の時をもって退任した取締役3名分が含まれています。

 2  執行役を兼務する取締役2名の報酬等の額は、取締役としての報酬等と執行役としての報酬等を区分したうえで、それぞれの報酬等の総額に含めていますので、対象
となる役員の員数計と各区分の対象となる役員の員数の合計は相違しています。

 3  ｢業績連動報酬等」のうち、「業績連動報酬」は金銭で支給する報酬であり、前事業年度の業績に基づく報酬および当事業年度の業績に基づく報酬の引当金計上額の
合計です（ただし、前事業年度の引当金計上額は除きます。）。また、「業績連動型株式報酬」は「非金銭報酬」であり、前事業年度の業績に基づき、当事業年度分として
計上した株式給付引当金の繰入額です。

 4 取締役および執行役の報酬等は、すべて保険持株会社からの報酬等であり、保険持株会社の親会社等からの報酬等はありません。

3. 役員ごとの連結報酬等の総額等
連結報酬等の総額が１億円以上の役員は以下のとおりです。

（注） 1 業績連動報酬については、当事業年度に支払われた報酬額を記載しており、当事業年度の引当金計上額は含んでいません。
 2 役員に外貨建てで支払われる報酬については、円換算した額を表示しています。
 3 ナイジェル・フラッド氏は、2021年３月31日をもって執行役を辞任しています。
 4 ナイジェル・フラッド氏の業績連動報酬（金銭報酬）には、所得税額の一部補填に関わる費用等を含んでいます。
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“経営の羅針盤”としての戦略的リスク経営（ERM）
気候変動による大規模自然災害の頻発やサイバー攻撃の
脅威など、不確実性を増すリスクが私たちを取り巻き、混迷
を深める世界情勢のなかで、当社グループとしてとるべき進
路を見極める力が問われています。ERMは、グループを最適
な方向に導くナビゲーションの役割が求められており、この
ことは変化が激しい荒波の航海における高機能な羅針盤の

3つの機能に例えられます。すなわち、①グループの現状を正
確に分析し、②将来起こりうるリスクを事前にとらえ対応し、
③グループが取るべき最適な進路を提示するものであり、
ERMは経営の羅針盤としてのこれらの機能を果たし、経営
理念およびＳＯＭＰＯのパーパスを実現に導くことをミッショ
ンとしています。

戦
略
執
行（
リ
ス
ク
テ
イ
ク
）

基
盤（
リ
ス
ク
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
シ
ス
テ
ム
）

ＳＯＭＰＯグループの戦略的リスク経営（ERM）の全体像

リスクアペタイトフレームワーク

経営計画の策定

ＳＯＭＰＯのパーパスおよびグループ経営計画を実現するための枠組み

ＳＯＭＰＯグループ　リスクアペタイトステートメント
「取るリスク」や「回避するリスク」を定量・定性の両面から明文化したもの

ＳＯＭPＯホールディングス

戦略的リスク経営(ERM)を支えるリスクコントロールシステム

定
性
的
　
　
　
　
　
　
　 

定
量
的

重大リスク管理
リスクアセスメントと外部専門家の見解にもとづき、定性的・定
量的にリスクを把握・評価。変化が大きいリスクや対策が必要
なリスクは経営陣で議論

自己資本管理
統一的なリスク尺度（VaR）で定量化したリスク量と比べ、充分
な資本が維持されるように管理

リミット管理
与信、出再および海外自然災害リスクがリミットを超過しないよ
うに管理

エマージングリスク管理
環境変化により、新たに発現・変化するリスクが、重大リスクと
なる予兆を捉えて管理

ストレステスト
ストレスシナリオが顕在化した場合でも、財務健全性が維持さ
れるように管理

流動性リスク管理
流動性資産が十分に確保されるように管理

事業運営・モニタリング

振
り
返
り
と
計
画
見
直
し

主要リスクの
保有水準利益安定性利益・ROE

水準 健全性 リスクリミット リスク分散

デジタル事業国内損害保険事業

資本配賦

海外保険事業 介護・シニア事業国内生命保険事業

戦略的リスク経営（ERM）

パーパス実現に向けたERMの“深化”と“進化”
当社グループは、保険事業を中心とした「規模と分散」の取
組みを加速し、レジリエンス向上を図るとともに、「新たな顧客
価値の創造」により、社会課題解決への貢献を実現しつつ、長
期的な利益成長性の向上に取り組んでいます。それを支える
ERMも従来の保険事業をベースとした枠組みの延長線での
高度化にとどまらず、新たなビジネスモデルに即した枠組み
へと変革していく必要があります。

例えば、保険・介護事業で蓄積したノウハウをふまえたデ
ジタルなどの非保険事業における定量・定性両面のリスク管
理の枠組みの構築や、気候変動やサイバー攻撃の巧妙化な
どのニューノーマルな社会におけるリスクの分析、検証を通
じた、ビジネスサイドの機会追求や脅威低減への貢献など、
ERMの進化にチャレンジしています。

ＳＯＭＰＯグループの戦略的リスク経営（ERM）
当社グループのERMには、資本・リスク・リターンのバラン
スを取りながら企業価値の最大化を図るための経営管理フ
レームワークとしてリスクテイクに係わる「リスクアペタイトフ
レームワーク」と経営基盤の安定に資する「リスクコントロー
ルシステム」の２つの側面があります。

１．リスクアペタイトフレームワーク
リスクテイクの側面では、当社グループとして「取るリスク」、

「回避するリスク」を「ＳＯＭＰＯグループリスクアペタイトス
テートメント」として明文化しています。当社は、リスクアペタ
イト指標とグループ全体最適観点にもとづいて各事業と対話
したうえでグループ経営計画を策定し、各事業に資本配賦を
行っています。
詳細は当社WEBサイトをご覧ください。
（https://www.sompo-hd.com/company/risk/）

２．リスクコントロールシステム
リスクコントロールの側面では、当社グループを取り巻く多

様なリスクを特定、分析、評価するリスクコントロールシステ
ムを活用しています。
当社グループは、「事業に重大な影響を及ぼす可能性があ

るリスク」を「重大リスク」と定義し、リスクアセスメントや専門
家などの見解にもとづき事業の抱えるリスクを網羅的に把
握・評価しています。重大リスクが当社に及ぼす影響を具体
的なシナリオで想定し、その発生可能性および影響度（経済
的損失、業務継続性およびレピュテーション毀損の3項目）を
定性・定量の両面から評価し、対策状況を確認しています。
また、環境変化などにより新たに発現または変化し、今後、
当社グループに大きな影響を及ぼす可能性のあるリスクを
「エマージングリスク」と定め、重大リスクへの変化の予兆を
とらえて適切に管理をしています。
その他、「自己資本管理」、「ストレステスト」、「リミット管理」、

「流動性リスク管理」を通じて、不測の損失の極小化と利益
の安定を図っています。
詳細は当社WEBサイトをご覧ください。
（https://www.sompo-hd.com/ir/financial/risk/）

重大リスク一覧 重大リスクのヒートマップ

分類 No. 重大リスク

経営戦略
リスク

① 競争環境の悪化・転換
② 経済環境の悪化
③ 地政学リスク
④ パンデミック
⑤ 税制・規制の変更
⑥ ガバナンス不十分
⑦ 新事業に係るリスクの見誤り

⑧
大型システム開発プロジェクト
の遅延等

⑨
気候変動リスク（物理的リスク・
移行リスク）

⑩ サステナビリティリスク
⑪ 風評リスク
⑫ 人材・人材力不足

財務・運用
リスク

⑬ 市場の大幅悪化
⑭ 投融資先、出再先の破綻
⑮ 大規模災害時の資金繰り

分類 No. 重大リスク

オペレーショナル
リスクおよび
コンプライアンス
リスク

⑯ 委託先管理の失敗
⑰ システム障害
⑱ サイバーセキュリティ
⑲ 労務リスク

⑳
顧客情報漏えい
（サイバー攻撃を除く）

㉑ 不祥事・機密情報漏えい
㉒ コンダクトリスク

事業固有
リスク

㉓ 国内巨大地震
㉔ 国内巨大風水災
㉕ 海外巨大自然災害
㉖ サイバー集積リスク
㉗ 介護事業環境の見誤り

㉘
介護事業における重大
不祥事件発生

その他リスク ㉙ 事業中断リスク

②④

⑥⑨⑬⑱
㉓㉙

㉖（N/A） ①⑦⑩⑪
⑫⑲㉒㉔
㉕㉘

⑤⑧⑯⑰
⑳㉑

⑮ ⑭㉗ ③

〈発生可能性〉
中 大N/A（評価不能）

小

〈
影
響
度
〉

極
大

大

中

小

リスクアペタイト指標とグループ全体最適観点にもとづく事業との対話
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コーポレート・ガバナンスを支えるグループ内部統制
取締役会は、当社グループの業務の適正性を確保する
とともに、企業価値を高めるための基盤として「内部統制
基本方針」に8つの体制を定めています。また、グループの
統制を実効的かつ効率的に機能させるために、グループ
各社と経営管理契約などを締結して各社の状況を適切に
把握・検証し、グループレベルで継続的に内部統制システ
ムの充実・強化に取り組んでいます。
詳細は当社WEBサイトをご覧ください。
（https://www.sompo-hd.com/company/governance/policy/）

グループの内部監査態勢の整備
当社は「グループ内部監査基本方針」において、内部監
査を「内部管理態勢の評価および問題点の改善方法の提
言等を実施するプロセス」と位置づけ、グループ全体として
効率的かつ実効性のある内部監査態勢を整備し、事業特
性や経営戦略等をふまえたリスクベースの内部監査を実施
することにより、企業価値を高めるとともにステークホル

ダーの期待に応えられるよう取り組んでいます。
具体的には、当社はモニタリング機能を拡充し、変化す
るリスクに関する機動的な監査を行うとともに、グループ
各社に対しては、内部監査の品質評価を実施し、各社が認
識した課題の改善方法などを提言するなど、内部監査態勢
の整備を支援しています。

コンプライアンスへの取組み
当社は「グループコンプライアンス基本方針」をはじめと
する各種方針や行動規範を定め、当社グループ内のコンプ
ライアンス態勢整備と役職員への周知徹底を図っていま
す。また、コンプライアンスを単に法令遵守ととらえるので
はなく、健全な社会的存在である企業として企業倫理や社
会規範にのっとって行動することができる文化醸成に努め
ています。
当社はグループ各社と連携し、より実効性の高いコンプ
ライアンス推進に取り組めるよう、当社グループの戦略と
外部環境などをふまえたコンプライアンス態勢の進化にも
取り組んでいます。例えば、データ保護に関する世間の意
識の高まりなどをふまえ、変化するプライバシーリスクへの
対応に取り組んでいます。また、問題事象を早期に発見す
るため、内部通報制度の強化に加え、潜在的なコンダクト
リスクの洗い出しなど、予兆把握の向上にも取り組んでい

ます。
当社グループは、保険事業を中核として介護・シニア事
業やデジタル事業などへ事業領域を拡大し、また協業、新
たなテクノロジーやデータの活用による既存事業の変革
や新事業の創出に取り組んでいますが、態勢整備にあたっ
ては、各社が遵守すべき関係法令だけでなく、事業の特
性、会社の規模、事業運営の実態さらには潜在的なリスク
といった要素もふまえた態勢を検討していく必要がありま
す。そのために、当社および各社の会議体への相互参加や
各事業のコンプライアンス部門のトップを集めたチーフコ
ンプライアンスオフィサー会議を開催し、各事業の好取組
事例の共有や課題に対する意見交換を行うなど、当社グ
ループの実態把握や情報共有に努め、各社の態勢整備に
向けたサポートに役立てています。

グループ内部統制

グループ会社

ＳＯＭＰＯホールディングス

　1.企業集団の業務の適正性 　5.情報開示の適切性

　2.職務執行の法令等適合性 　6.執行情報の保存・管理

　3.戦略的リスク経営 　7.内部監査の実効性

　4.職務執行の効率性・的確性 　8.監査委員会監査の実効性

デジタル
事業

戦略事業会社

介護・シニア
事業

国内生命
保険事業

海外保険
事業

国内損害
保険事業

方針／計画 資源配分 連携／支援

ITガバナンス
グループ各社のシステム構築と運用にあたり、その前
提として各国、各業界のレギュレーションに沿ったプロセ
スが求められます。その他の管理プロセスも国際標準に
沿って整備しており、グループ各社のKGIモニタリングに

よるPDCAサイクルを通して改善活動を繰り返しながら、
ITプロセスの最適化を行い、グループ全体の経営戦略と
IT戦略を支えています。

サイバーリスク対応
当社ではサイバーセキュリティへの取組みが企業の社
会的責任であるとの認識のもと、「グループサイバーセ
キュリティ基本方針」を定め、グループ全体として効率的
かつ実効性のあるサイバーリスク管理態勢の整備に努め
ています。当社ＩＴ企画部内にはサイバーセキュリティの
専門チームを組成し、サイバーセキュリティ戦略の策定や
グループ横断的なセキュリティ強化に取り組むとともに、

平時・有事ともにグループ各社と共同でサイバーリスクを
管理し、その成熟度をグループワイドで高めています。当
社は、サイバーセキュリティを重要課題として認識すると
ともに、セキュリティを事業戦略とIT戦略に強力に結び付
け、各事業における競争上の優位性へと転換しながらデ
ジタルトランスフォーメーションを安心・安全な形で実現
していきます。

グループCIO

国内・海外グループ会社

【官公庁・法執行機関】

経営層

IT企画部

【サイバーセキュリティ】

• 戦略立案
• リスク管理
• 教育啓蒙
• インシデント対応  
• 技術的対策（自社レッドチーム*）
* 攻撃者視点での疑似攻撃によるセキュリティ脆弱性の評
価および改善提案

【外部機関】
• 金融ISAC*1

• JPCERT/CC*2

• IPA*3　など

*1 一般社団法人金融ISAC
*2 一般社団法人 JPCERT
コーディネーションセンター

*3 独立行政法人 情報処理推進機構

【関連部】
• 経営企画部
• グローバル経営推進部
• リスク管理部
• 法務部
• 内部監査部
• 広報部

経営戦略

IT戦略

組織フレームワーク リソース 投資管理 リスク

ホールディングスによるグループ各社のKGIモニタリングを通したPDCAサイクル

内部統制基本方針 8つの体制

報告 モニタリング・
評価
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取締役会の実効性評価
PDCAサイクルによる取締役会の実効性向上
当社は、取締役会の実効性を高めるための取組みとして、
各取締役の自己評価を含むアンケートを年１回実施し、取締
役会全体の実効性について分析・評価をする機会を設けてい
ます。取締役の意見を積極的に取り入れ、抽出された課題や

さらなる進化に向けた対応方針を確認し、取締役会の機能
発揮に資する具体的な取組みの実行を通じたPDCAサイク
ルにより、取締役会の機能向上、コーポレートガバナンスの
強化に努めています。

2022年度の取締役会運営方針
２０２２年度、当社の取締役が今後の取締役会において議論を深めていく必要があると考えているテーマや、取締役会がさらな
る機能発揮を果たしていくうえで有効である可能性がある取組みには次のようなものがあります。

２０２２年度にさらに議論を深めていくべきテーマ
•  目に見えない資産（ブランド、エンゲージメントなど）の評価およ
び価値向上

• ＥＳＧ関連課題への対応方針
• 資本市場との建設的なコミュニケーションのあり方
• ＤＸ／RDPによる新たな顧客価値創造
• 事業ポートフォリオ、事業間シナジーのあり方
• パーパス経営の効果測定のあり方
• サイバーセキュリティ体制を含むリスク管理のあり方

取締役会のさらなる機能発揮を実現するために重視すべき取組み
① 対面とリモート併用による取締役と執行役の十分な意思疎通
②重要性の高いテーマに特化した重点的な審議
③ 取締役会本会議で審議すべき事項の明確化と事前説明会の
有効活用
④ 現場視察や複数のレポートライン機能など、執行状況の把握に
資する仕組みの確保
⑤ 取締役間や各法定委員会間のコミュニケーション・情報連携

当社は、上記を念頭に置きながら、取締役会の機能の維持・向上に資する取組みを実施していきます。また、引き続き実効性評
価を通じたＰＤＣＡサイクルのもと、ガバナンス体制のさらなる進化を図っていきます。

2021年度の主な取組みと成果
２０２１年度は、前年度の取締役会実効性評価の結果をふまえ、以下の取組みを実行しました。

２０２１年度議論を深めていくべきとされた重要テーマ
•  目に見えない資産（ブランド、エンゲージメントなど）の評価およ
び価値向上

•  ＥＳＧ関連課題への対応方針
•  資本市場との建設的なコミュニケーションのあり方
•  リアルデータプラットフォームの構築

取締役会はこれらの取組みを、取締役会の実効性向上に寄与する有効な取組みであったと評価しています。

主な課題 主な取組内容
◆  執行役との十分な意見
交換/重要テーマの集中
論議

◆  対面とリモート併用によ
る取締役と執行の十分
な意思疎通

• 情報共有会の開催頻度・内容の充実化
•  フリーディスカッションを複数回開催
し、各事業の経営戦略や企業価値向上
等について、執行部門との集中論議の
時間を確保

•  デジタル事業における現場担当者との
ディスカッション開催

•  ハイブリッド開催を基本とし、議題・テー
マに応じた対面実施の機会を設定

取締役会実効性向上のためのPDCAサイクル

STEP1 分析・評価 STEP2 対応方針の決定 STEP3 実行

•  全取締役を対象としたアンケートの実施、およ
び分析・評価

【主な評価項目】
・取締役会が果たすべき役割・機能
・取締役会の活動状況
・取締役会運営、構成　など

•  社外取締役による実効性向上に向けた議論、
対応方針の検討

•  社外取締役による事前議論をふまえ、取締役
会において対応方針を確認

•  対応方針にもとづいた取締役会運営の実行、
取締役会での審議

イニシアティブへの積極的な参画
当社グループは、国内外のイニシアティブへの参画を通じ
て、先進企業や国際機関などとの対話の機会を持ち、知見や
先進事例などを学び、自社の取組みの向上につなげるサイク
ルを意識して取り組んでいます。多様な主体が協働して諸課

題に取り組むことがより大きなインパクトをもたらすとの認識
のもと、イニシアティブの設立から関与するなど積極的に参 

画しています。また、参画を通じて得られた経験を発信するこ
とで、持続可能な社会の実現への貢献を目指しています。

1995年 2012年

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

2005年 2006年 2011年

持続可能な発展の
ための世界経済人
会議（WBCSD）

持続可能な社会の
形成に向けた金融
行動原則（21世紀金
融行動原則）

国連環境計画・
金融イニシアティブ
（UNEP FI）

持続可能な保険原則
（PSI）

CDP

モントリオール・
カーボン・プレッジ

WEPs国連グローバル・
コンパクト（UNGC）

Climate 
Action100＋

気候変動
イニシアティブ

責任投資原則
（PRI）

Caring for 
Climate

Business for 
Nature

PCAFTCFD
コンソーシアム

サステナビリティガバナンス

当社では、ＳＯＭＰＯのパーパス実現に向けたグループ全
体の戦略や方針にもとづき、執行役および執行役員が対策
を実行し、その遂行状況を取締役会が監督する体制を構築し
ています。
サステナビリティ領域の最高責任者であるグループCSuO

（Chief Sustainability Officer）は、グループのサステナブ
ル経営に関する戦略を策定・実行し、グループ全体のサステ
ナビリティ機能を統括する役割を担っています。
グループCSuOを議長、グループ各社の経営企画・サステ
ナビリティ担当役員をメンバーとする「グループサステナブ
ル経営推進協議会」（以下、「協議会」）では、気候変動をはじ
めとするサステナビリティ課題に対して、各事業・各社の多様
な視点をふまえた事前協議を行い、対応方針などをGlobal 

ExCo、経営執行協議会（MAC）に付議をするなど、質の高い
意思決定につなげています。またGlobal ExCoやMACにお
ける議論の状況を取締役会（事前説明会を含む）に報告する
ことで、監督の実効性を高めています。
また、協議会は、パーパス実現に向けた重点課題であるマ
テリアリティやそのKPIをふまえて各社が策定する実施計画
について、その進捗や課題の確認を行うなどグループ全体
の取組みを推進する役割を担っています。

＜協議会の開催テーマ（2021年4月～2022年6月）＞
•  グループの中期経営計画の報告・共有と2021年度

SDGs経営に関する推進方針
• マテリアリティKPIの策定（MACの事前協議）
• グループのネットゼロ目標の改定（MACの事前協議）
• グループの気候変動戦略（Global ExCoの事前協議）
• 2021年度取組みの上半期総括
• 2021年度取組みの年度総括　等

取締役会

Global ExCo
MAC

（経営執行協議会）

報告

報告

報告

報告

グループサステナブル経営推進協議会

議長 グループCSuO
メンバー グループ各社の経営企画・サステナビリティ担当役員
事務局 当社サステナブル経営推進部

GFANZ傘下の3団体

•  NZAM
（ネットゼロ・
アセットマネー
ジャーズ・
イニシアティブ）

•  NZAOA
（ネットゼロ・
アセットオーナー・
アライアンス）

•  NZIA
（ネットゼロ・
インシュランス・
アライアンス）
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取締役紹介

櫻田 謙悟

名和 高司

遠藤 功

手島 俊裕

東 和浩

柳田 直樹

伊藤 久美

奥村 幹夫

山田 メユミ

内山 英世

笠井 聡

スコット・トレバー・デイヴィス

和賀 昌之

柴田 美鈴

氏名 櫻田　謙悟 奥村　幹夫 スコット・トレバー・ 
デイヴィス 東　和浩 名和　高司 山田　メユミ 和賀　昌之

役職
取締役 取締役 社外取締役 

独立役員
社外取締役 
独立役員

社外取締役 
独立役員

社外取締役 
独立役員

社外取締役 
独立役員

指名委員 
報酬委員

指名委員 
報酬委員

指名委員 
報酬委員

指名委員 
報酬委員

指名委員 
報酬委員

就任時期 2010年4月 2022年6月 2014年6月 2020年6月 2020年6月 2021年6月 2022年6月

取締役に特に期待するスキル・専門的な分野

①事業戦略 ● ● ● ● ● ● ●

②グローバル経営 ● ● ● ● ● ● ●

③ESG、SDGs ● ● ● ● ● ● ●

④トランスフォーメーション戦略 ● ● ● ● ● ● ●

⑤デジタル ● ● ● ●

⑥人材戦略 ● ● ● ● ● ●

⑦財務、会計 ● ● ● ● ●

⑧コーポレートガバナンス ● ● ● ● ● ● ●

⑨法務、リスクマネジメント ● ● ● ●

氏名 柳田　直樹 遠藤　功 内山　英世 柴田　美鈴 伊藤　久美 手島　俊裕 笠井　聡

役職
社外取締役 
独立役員

社外取締役 
独立役員

社外取締役 
独立役員

社外取締役 
独立役員

社外取締役 
独立役員 取締役 取締役

監査委員 監査委員 監査委員 監査委員 監査委員 監査委員 監査委員

就任時期 2019年6月 2014年6月 2019年6月 2020年6月 2021年6月 2021年6月 2022年6月

取締役に特に期待するスキル・専門的な分野

①事業戦略 ● ● ● ● ● ● ●

②グローバル経営 ● ● ● ● ● ● ●

③ESG、SDGs ● ● ●

④トランスフォーメーション戦略 ● ● ●

⑤デジタル ● ●

⑥人材戦略 ● ● ● ● ●

⑦財務、会計 ● ● ● ●

⑧コーポレートガバナンス ● ● ● ● ●

⑨法務、リスクマネジメント ● ● ●

※各スキル・専門的な分野の考え方は以下のとおりです。
（①と②）原則として当社の取締役全員に対して、執行部門に対する有益な助言、監督が期待されるスキル・専門的な分野
（③～⑨）各取締役固有の知見、経験による専門的な知見にもとづいて、執行部門に対する有益な助言、監督が期待されるスキル・専門的な分野
なお、各取締役に特に期待するスキル・専門的な分野であり、取締役の有するすべてのスキル・専門的知見を表すものではありません。



ＳＯＭＰＯホールディングス 統合レポート2022 ＳＯＭＰＯホールディングス 統合レポート2022104 105

G
O

V
ER

N
A

N
C

E

ガバナンス

役員一覧

取締役

取締役

櫻
さくらだ

田 謙
けんご

悟
（1956年2月11日生）

取締役

奥
おくむら

村 幹
みきお

夫
（1965年11月23日生）

取締役会などへの出席状況（2021年度）
取締役会13回のうち13回出席

略　歴
1978年4月安田火災海上保険株式会社入社。
損害保険事業における経営統合、事業提携、経営企
画、営業、システムなどの経験に加え、国際金融機
関におけるグローバルキャリアを有し、2010年に株
式会社損害保険ジャパン代表取締役社長に就任。
2012年には当社代表取締役社長に就任し、現在は
グループCEO（Chief Executive Officer）として
グループ経営全般を統括。2019年には公益社団法
人経済同友会代表幹事に就任。2022年4月から現職
（グループCEO 取締役 代表執行役会長）。

取締役
監査委員会委員

手
てし ま

島 俊
としひろ

裕
（1960年10月24日生）

取締役会などへの出席状況（2021年度）
取締役会10回のうち10回出席／監査委員会9回の
うち9回出席

略　歴
1992年9月 安田火災海上保険株式会社入社。
損害保険事業における財務および法務部門におけ
る長年の経験を有し、同社の取締役として、人事や
保険金サービス部門などを担当し、2018年に損害
保険ジャパン日本興亜株式会社取締役常務執行役
員に就任。2021年4月に損害保険ジャパン株式会
社顧問に就任。2021年6月から現職。

取締役（社外取締役）
指名委員会委員長・
報酬委員会委員

スコット・トレバー・
デイヴィス
（Scott Trevor Davis）
（1960年12月26日生）

取締役会などへの出席状況（2021年度）
取締役会13回のうち13回出席／指名委員会11回の
うち11回出席／報酬委員会10回のうち10回出席

重要な兼職の状況
立教大学経営学部国際経営学科教授
株式会社ブリヂストン取締役（社外取締役）
選任理由など
学識者としての幅広い見識を有し、特に大学での経
営戦略論やCSRに関わる研究を通じて当社の経営
に適切な助言をいただくこと、また、グローバルな視
点からも多角的な助言をいただくことが期待できる
ため。2014年6月から現職。

新任

略　歴
1989年4月安田火災海上保険株式会社入社。国内
損害保険事業、海外保険事業、介護・シニア事業の各
事業の経営に参画した実績を持ち、2019年に当社
グループCSO（Chief Strategy Officer）に就任し、
現在はグループCOO（Chief Operating Officer）と
してグループ経営全般を統括。2022年6月から現職
（グループCOO 取締役 代表執行役社長）。

取締役
監査委員会委員

笠
かさ い

井 聡
さとし

（1962年12月22日生）

新任

略　歴
1985年4月安田火災海上保険株式会社入社。国内
損害保険事業における企画・人事・システム部門の
経験を持ち、2017年に当社グループCHRO（Chief 
Human Resource Officer）および損害保険ジャパ
ン日本興亜株式会社取締役常務執行役員、2019年
に当社介護・ヘルスケア事業オーナー、2022年4月に
当社顧問に就任。2022年6月から現職。

取締役（社外取締役）
報酬委員会委員長・
指名委員会委員

東
ひがし

 和
かずひろ

浩
（1957年4月25日生）

取締役会などへの出席状況（2021年度）
取締役会13回のうち13回出席／指名委員会11回の
うち11回出席／報酬委員会10回のうち10回出席

重要な兼職の状況
大阪商工会議所副会頭／本田技研工業株式会社
取締役（社外取締役）
選任理由など
銀行事業における財務、経営管理などの経験を有
し、2013年に株式会社りそなホールディングス取
締役兼代表執行役社長および株式会社りそな銀行
代表取締役社長兼執行役員に就任。また、一般社団
法人大阪銀行協会会長、大阪商工会議所副会頭な
ど財界の要職を歴任。大企業の経営トップとして豊
富な知見と経験を活かして取締役会の監督機能お
よび意思決定機能を強化することが期待できるた
め。2020年6月から現職。

取締役

取締役（社外取締役）
監査委員会委員長

柳
やなぎだ

田 直
なおき

樹
（1960年2月27日生）

取締役会などへの出席状況（2021年度）
取締役会13回のうち12回出席／監査委員会12回の
うち12回出席

重要な兼職の状況
弁護士／YKK株式会社監査役（社外監査役）／株
式会社クスリのアオキホールディングス取締役（社
外取締役）
選任理由など
法律家としての豊富な知識と経験を有し、2014年
に当社社外監査役に就任。専門的な知識と経験を
活かして取締役会の監督機能および意思決定機能
を強化することが期待できるため。2019年6月から
現職。

取締役（社外取締役）
監査委員会委員

柴
しば た

田 美
みすず

鈴
（1974年7月25日生）
※ 柴田美鈴氏の戸籍上の氏名
は小山美鈴です。

取締役会などへの出席状況（2021年度）
取締役会13回のうち13回出席／指名委員会11回の
うち11回出席／報酬委員10回のうち10回出席

重要な兼職の状況
弁護士／デリカフーズホールディングス株式会社取
締役（社外取締役）
選任理由など
法律家としての豊富な知識と経験を有し、金融庁で
の勤務経験があり、専門的な知識と経験を活かして
取締役会の監督機能および意思決定機能を強化す
ることが期待できるため。2020年6月から現職。

取締役（社外取締役）
指名委員会委員・
報酬委員会委員

山
やま だ

田 メユミ
（1972年8月30日生）
※ 山田メユミ氏の戸籍上の氏
名は山田芽由美です。

取締役会などへの出席状況（2021年度）
取締役会10回のうち10回出席／指名委員会9回の
うち9回出席／報酬委員会8回のうち8回出席

重要な兼職の状況
株式会社アイスタイル取締役／セイノーホールディ
ングス株式会社取締役（社外取締役）／株式会社セ
ブン＆アイホールディングス取締役（社外取締役） 
選任理由など
経営者としての起業、事業経営の経験に加え、デジ
タルを含めたマーケティングに関する豊富な実業経
験を持ち、総務省や経済産業省の政府関係委員会
等の委員を歴任し、政策策定に参画するなど高い
知見を有している。また、女性活躍推進にも積極的
に取り組んでおり、ダイバーシティ＆インクルージョ
ンに関しても貴重な助言を行うことが期待できるた
め。2021年6月から現職。

取締役（社外取締役）
監査委員会委員

内
うちやま

山 英
ひでよ

世
（1953年3月30日生）

取締役会などへの出席状況（2021年度）
取締役会13回のうち12回出席／監査委員会12回の
うち10回出席

重要な兼職の状況
公認会計士／朝日税理士法人顧問／オムロン株式
会社監査役（社外監査役）／エーザイ株式会社取締
役（社外取締役）
選任理由など
公認会計士としての専門的な見識および経験を有
しているほか、日本有数の監査法人およびグローバ
ル・コンサルティングファームの経営者としての豊富
な経験を有し、2017年に当社社外監査役に就任。
豊富な知見と経験を活かして取締役会の監督機能
および意思決定機能を強化することが期待できるた
め。2019年6月から現職。

取締役（社外取締役）
監査委員会委員

遠
えんどう

藤 功
いさお

（1956年5月8日生）

取締役会などへの出席状況（2021年度）
取締役会13回のうち13回出席／監査委員会12回の
うち12回出席

重要な兼職の状況
株式会社良品計画取締役（社外取締役）／株式会社
ネクステージ取締役（社外取締役）
選任理由など
グローバル・コンサルティングファームにおける実務
経験に加え、大学院教授としての学術的な知見をふ
まえた幅広い見識と、経営者としての豊富な経験を
有し、特に「現場力」の実践的研究を通じ深度のある
多角的な観点から当社の経営に適切な助言を行っ
ており、広い視点からの経営への提言が期待できる
ため。2014年6月から現職。

取締役（社外取締役）
指名委員会委員・
報酬委員会委員

和
わ が

賀 昌
まさゆき

之
（1958年4月10日生）

新任

重要な兼職の状況
なし
選任理由など
三菱ケミカル株式会社の国内外における各事業部
門、本社部門の要職を歴任し、2018年に代表取締
役社長に就任。グローバルな組織の経営経験、人事
制度や企業文化の変革を牽引した経験を有し、これ
ら大企業の経営トップとしての経験と実績により、
当社の事業戦略やグローバル経営、トランスフォー
メーション戦略に関しても貴重な助言を行うことが
期待できるため。2022年6月から現職。

取締役（社外取締役）
監査委員会委員

伊
いと う

藤 久
く み

美
（1964年12月20日生）

取締役会などへの出席状況（2021年度）
取締役会10回のうち10回出席／監査委員会9回の
うち9回出席

重要な兼職の状況
4ULifecare株式会社エグゼクティブコンサルタン
ト／True Data取締役（社外取締役）／富士古河
E&C株式会社取締役（社外取締役）
選任理由など
電機メーカーなどの事業会社での事業戦略立案
等の経験に加え、ヘルスケア事業会社でのCMO
（Chief Marketing Officer）を務めるなど、IT、デ
ジタルおよびマーケティングに高い知見を有してい
る。また、女性活躍推進に取り組むNPO法人の立
ち上げに参画するなど、ダイバーシティ＆インクルー
ジョンに関しても貴重な助言を行うことが期待でき
るため。2021年6月から現職。

取締役（社外取締役）
指名委員会委員・
報酬委員会委員

名
な わ

和 高
たかし

司
（1957年6月8日生）

取締役会などへの出席状況（2021年度）
取締役会13回のうち12回出席／指名委員会11回の
うち10回出席／報酬委員会10回のうち10回出席

重要な兼職の状況
株式会社ジェネシスパートナーズ代表取締役／ NECキャ
ピタルソリューション株式会社取締役（社外取締役）／株
式会社ファーストリテイリング取締役（社外取締役）／味の
素株式会社取締役（社外取締役）／一橋ビジネススクール
国際企業戦略専攻客員教授／三井住友信託銀行株式会
社顧問／京都先端科学大学経営学研究科・経営管理専
攻教授／株式会社朝日新聞監査役
選任理由など
日系大手商社、グローバル・コンサルティングファームにお
ける実務経験を有し、2010年に一橋大学大学院国際企
業戦略研究科の教授に就任。現在は同校客員教授に就
任。経営コンサルタントとしての豊富なビジネス経験と、グ
ローバルな視点を持った高い学術的な知見を活かして、取
締役会の監督機能および意思決定機能を強化すること
が期待できるため。2020年6月から現職。

(2022年7月1日現在）
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ガバナンス

役員一覧

執行役・執行役員

グループCEO
（Group Chief Executive Officer）
代表執行役会長

櫻
さくらだ

田 謙
けんご

悟
（1956年2月11日生）

国内損害保険事業オーナー
執行役

（損害保険ジャパン株式会社） 代表取締役社長

白
しらかわ

川 儀
ぎいち

一
（1970年8月19日生）

海外保険事業オーナー
執行役

（Sompo International Holdings Ltd.           ）取締役（Executive Chairman of the Board）

ジェイムス・シェイ
（James Shea）
（1965年11月18日生）

国内生命保険事業オーナー
執行役

（ＳＯＭＰＯひまわり生命保険株式会社） 代表取締役社長CEO

大
おおば

場 康
やすひろ

弘
（1965年9月30日生）

介護・シニア事業オーナー
執行役

（ＳＯＭＰＯケア株式会社 ） 代表取締役会長CEO

遠
えんどう

藤 健
けん

（1954年3月3日生）

デジタル事業オーナー
執行役専務

（Palantir Technologies Japan株式会社 代表取締役CEO）ＳＯＭＰＯ Light Vortex株式会社 代表取締役CEO

楢
ならさき

﨑 浩
こういち

一
（1958年1月4日生）

グループCVCO
（Group Chief Value Communication Officer)
海外M&A統括
執行役員専務

ナイジェル・フラッド
（Nigel Frudd）
（1958年10月4日生）

グループCFO兼グループCSO

（Group Chief Financial Officer） Group Chief Strategy Officer
執行役専務

濵
はま だ

田 昌
まさひろ

宏
（1964年12月18日生）

グループCOO
（Group Chief Operating Officer） 
代表執行役社長

奥
おくむら

村 幹
みきお

夫
（1965年11月23日生）

グループCHRO
（Group Chief Human Resource Officer）
執行役専務

原
はら

 伸
しんいち

一
（1965年4月14日生）

グループCDO
（Group Chief Digital Officer）
執行役員

アルバート・チュー
（Albert Chu）
（1960年7月31日生）

グループCERO
（Group Chief External Relations Officer）
執行役常務

石
いしかわ

川 耕
こうじ

治
（1968年12月22日生）

執行役員常務
（グローバル経営推進部長）

ケネス・ライリー 
（Kenneth Reilly）
（1973年8月29日生）

執行役・執行役員

執行役員常務

（Global Consumer P&C              ） Insurance (Retail) Business担当

田
たじ り

尻 克
かつゆき

至
（1967年10月8日生）

執行役員常務
（グローバル経営推進部特命部長）

川
かわうち

内 雄
ゆうじ

次
（1965年12月24日生）

グループCSuO
（Group Chief Sustainability Officer）
執行役

下
しもかわ

川 亮
りょうこ

子
（1971年8月15日生）

介護・シニア副事業オーナー
執行役員

久
く め

米 康
やすき

樹
（1972年1月14日生）

執行役員
グループDeputy CFO
（財務企画部長）

山
やまぐち

口 力
つとむ

（1966年10月6日生）

執行役員

（ＳＯＭＰＯケア株式会社）代表取締役社長COO

鷲
わしみ

見 隆
たかみつ

充
（1972年9月19日生）

グループCPRO
（Group Chief Public Relations Officer）
執行役

新
しんじん

甚 博
ひろふみ

史
（1969年1月25日生）

グループCIO
（Group Chief Information Officer）
執行役

川
かわぞえ

添 太
たいせい

誠
（1967年12月4日生）

グループCRO
（Group Chief Risk Officer）
執行役

魚
うおたに

谷 宜
よしひろ

弘
（1965年10月8日生）

(2022年7月1日現在）
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